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第１章 緒論 
 
1.1 はじめに 
1960 年代から、自動車交通量の増大とともに、交通渋滞の激化、交通事故の増大、エネルギ
ー資源の枯渇などが社会問題となってきた。我が国ではその対応策として、道路や鉄道といった
交通手段の有機的活用を図る総合交通体系が重要視された。一方、欧米を中心とした諸外国にお
いては交通需要管理施策導入など、都市交通問題の改善に向けた種々の試みがいち早く実施され
ており、我が国の政策にも寄与するところとなった。 
1980 年代になると、積極的な公共投資によって交通基盤整備が進み、大都市圏における鉄道
と道路の整備は欧米先進国に比して優るとも劣らない水準に達した（図-1.1、図-1.2）。 
1990 年代になると、地価の高騰や都市空間の制約など、積極的な道路整備が困難な状況にな
った。そこで、道路の効率的運用を阻害し、渋滞などの交通問題の主な原因となっている路上駐
車の排除と利用効率の悪い駐車場の有効活用が交通管理施策の一環として、クローズアップされ
るようになってきたが依然として問題の解決には至っていない（図-1.3）。 
近年では渋滞、交通事故、および局所的な環境問題に加えて、石油エネルギーの枯渇や、「京
都議定書」にみられるような温暖化、オゾン層や森林破壊など、地球規模の環境保護が国際的要
件となり、自動車交通量の削減対策の議論が盛んになってきた。 
我が国の社会・経済の現状を概観すると、少子高齢化に伴う人口の減少、福祉や医療への比重
増大、環境負荷の軽減、エネルギー消費の抑制などの社会的要請を受けて、経済活動面でも従来
の拡大型から安定成長への転換を余儀なくされている。このことは人の移動にも反映されており、
公共交通、および自動車交通ともに、その量は横ばいからわずかに減少傾向に転じている（図-1.4）。
このような社会的、財政的制約下においては既存の都市交通基盤施設を有効に活用するための管
理方策がますます重要となっていることは言うまでもない。 
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図-1.1 高速道路整備の推移と整備水準 1)、２) 
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図-1.2 一般道路整備水準の推移３) 
 
0
20
40
60
80
100
120
140
1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
時間／日
大阪府域内高速道路等
 
図-1.3 道路渋滞の推移４) 
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図-1.4 人および車の移動量の推移５)、６） 
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1.2 研究テーマの位置づけと目的 
(1) 都市交通における課題の抽出 
前述のように、我が国の都市基盤施設整備は欧米なみに進展し、需要も停滞傾向であるにもか
かわらず、都市交通問題、とりわけ道路混雑が解決に至っていないことは明らかである。本論文
では都市の基幹的な施設であり、かつその機能が十分に発揮されていない道路を取り上げ、これ
らの問題の改善策を検討することとした。そこで、まず道路種別毎の問題点を明らかにし、主要
な課題を抽出する。 
主として長距離トリップを分担する都市高速道路をみると、損傷が原因となる事故防止のため
の日常的巡回点検業務に伴う軽微な遅れや部分的な修繕注）から、大規模な補修注）に至る様々な
工事に伴う大幅な遅れや通行規制、通行止めなどによって通行機能が十分に発揮されているとは
言えない。例えば大阪都市圏の幹線機能を担う阪神高速道路では供用後 40年間で、延べ 342日、
47回の通行止め大規模補修工事が行われている（表-1.1）。 
表-1.1 阪神高速道路路線別大規模補修工事一覧 
路線　　　　年次 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84
湾岸 ◇
池田 ◇ ● ● ● ●
大阪港
東大阪 ◇
西大阪 ◇ ● ●
環状線 ◇ ●
松原 ◇
堺 ◇ ● ● ● ● ●
守口 ◇ ● ● ● ●
森小路 ◇ ●
大阪西宮 ◇
淀川左岸
神戸西宮 ◇ ● ● ● ● ●
北神戸
延べ通行止め日数 23 11 11 35 4 2 7 25 30 12 12
路線　　　　年次 85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04
湾岸 ●
池田 ● ● ●
大阪港 ◇ ●
東大阪 ● ● ●
西大阪
環状線 ● ● ● ● ● ●
松原 ● ● ●
堺 ● ●
守口 ● ●
森小路 ● ●
大阪西宮 ● ●
淀川左岸 ◇
神戸西宮
北神戸 ◇
延べ通行止め日数 12 12 13 9 9 9 18 18 9 9 9 9 9 8 9 8
◇：供用開始
●：通行止め補修工事
342
 
注）日本道路協会「舗装設計施工指針」では、軽微なものを「維持」、重いものを「修繕」、そ
れらを総称して「補修」としているが、本論文では両者を明確に区別する意味で、全体の
取り替えを「補修」、それ以外を「修繕」と称することとした。前者では一定区間にわた
り一括して行うことが多く、しばしば通行止めを伴うが、後者では車線規制などである。 
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大規模な補修は 1路線平均 8.6年に一度、1回平均 7.3日の工事が行われていることになる。
この間は路線がサービス（供用）を停止していることになり、当然のことながら迂回する交通が
周辺の一般道路などに混雑を及ぼすことになる。また、高速道路がネットワークとして機能でき
ないことになり著しく通行機能が低下する。これら以外に代替路線などの関係で 1車線規制が行
われていること、軽度の修繕のために車線規制がさらに高頻度で行われていることを考えると、
維持管理の適正化は大きな課題と言える。一方、主としてアクセスを伴う短距離トリップを分担
する一般都市内道路では、主として路上駐車の蔓延によって（図-1.5）、通行機能のみならずアク
セス機能にも障害が生じ、それがさらに交通容量を低下させるといった悪循環に陥っている。こ
の状態はまた、自動車交通のみならずバスの定時走行を阻害し、公共交通の経営を圧迫している。
その背景には路外駐車場不足が原因に挙げられることも多いが、実際にはこれらの施設が有効に
利用されていないことが問題の解決を難しくしていると言える（図-1.6）。これらのことから、一
般都市内道路においては、路上駐車の排除による道路利用の適正化が課題と言える。 
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図-1.5 瞬間路上駐車台数の推移 
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図-1.6 一時預かり駐車場のピーク時利用率（平日） 
・ピーク時利用率＝ピーク時滞留台数/収容台数 
  （資料：平成１５年大阪市駐車スペース実態調査） 
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以上述べたことを要約すると、都市高速道路においては、補修、修繕、日常点検などによって
しばしば通行サービスが低下・停止しており、その影響は一般都市内道路にも波及し、混雑を招
いている。一方、一般都市内道路においては路上駐車の蔓延によって道路容量の低下を招くとと
もに、公共交通機関であるバスの円滑な走行をも阻害している。すなわち、これらのことが主因
となって道路本来の機能（通行機能、アクセス機能）が十分発揮されていないことが明らかとな
った。換言すると、都市高速道路では時間的に、一般都市内道路では空間的に機能不全に陥って
いると言える。 
先に述べた道路施設の整備水準を勘案すると、これらの問題の本質は通行（アクセス機能を含
む）と駐車の両面における「管理」の悪さにあると言える。その背景には、これまで施設の管理
部局毎に対策がとられ、研究面でも単一課題として扱われることが多かったことが挙げられる。
しかし、「施設管理」と「需要管理」は表裏一体の関係にあり、両者の有効活用に向けた一体的
取り組みが課題となることは言うまでもない（図-1.7）。 
 
(2) 研究の目的 
道路は、「供用時間」でみると補修・事故などによる一時的なサービス停止・低下、「道路空間」
でみると路上駐車車両の空間占有による容量低下という問題を抱えており（図-1.8）、結果として
道路混雑などの交通問題が拡大している。従って、これらの問題を解決することは、道路のさら
なる有効活用を実現することになる。 
 
一般都市内道路の違法駐車 一般都市内道路の混雑助長
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図-1.8  研究の目的（模式図） 
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図-1.7 都市の道路空間の有効利用を図るための枠組み 
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交通基盤施設の有効活用には、(a) 施設本来の持っている「機能の効率的運用（施設管理）」と
(b) 施設の能力に応じて需要を調整する「需要の適正化（需要管理）」の両面が求められる。ロー
ドプライシングなどによる総量規制を目的とした各種交通需要管理施策（TDM）は後者の代表
例であり、シンガポールなどの中小都市での実験的運用から、近年では、ロンドンにみられるよ
うな大都市における入域許可制度へと発展し、さらに様々な試みがなされている。我が国におい
ては共同集配、パーク・アンド・ライド、交通情報の提供による公共交通機関への転換などがな
されている。一方、前者は施設の維持をはじめとする個々の分野で古くから取り組みがなされ、
その実績も多い。しかし、都市のシステムとして体系的に扱われた例は少ない。 
本論文では、維持管理の適正化による通行制限・停止を削減することによる通行機能の向上（(a)
に対応）、および路外駐車場の有効活用（(a)に対応）と、路上駐車を困難にする路上荷捌きシス
テムの導入（(b)に対応）を体系的に扱うことで、通行機能とアクセス機能の向上を図ることが期
待できる。これらの関係を道路種別に表すと図-1.9のようであり、道路種別に特化した課題の解
消を図ることが、それぞれの道路の持つ機能を相互に回復することになり、道路の有効活用にな
ると考えた。 
都市高速道路 一般都市内道路
通行機能 ① 依存関係 ②
依存関係
アクセス機能 無し ③
機　　能 道　　路　　種　　別
 
図-1.9  道路種別にみた主な機能 
 
以上のことから、本論文では道路の機能不全を招いている 2つの大きな課題、すなわち都市高
速道路における「維持管理」、一般都市内道路における「路上駐車の蔓延」に対処することが道
路機能の回復に寄与することを示すとともに、それぞれの道路の有効活用に向けた方策を体系的
に提示することを目的とした。研究の底流として「既存施設の有効活用」を据えている。 
本論文の内容は次のように整理される。 
1) 主として都市高速道路では、通行機能回復策として「維持管理」に着目することが効果的であ
ることを検証し、詳細データに基づく損傷要因分析、および損傷予測モデルを用いた維持管理
方策を提案する。--------------------------------------------------------------------（図-1.9の①に対応） 
2) 一般都市内道路における通行機能回復策として「路上駐車の蔓延」の解消に向けた種々の駐
車対策の効果測定を行い、既存駐車スペースの有効活用策の効果と限界を明らかにするととも
に、不足する駐車スペースの整備に対応する路外駐車場の成立条件を提示する。
--------------------------------------------------------------------------------------------（図-1.9の②に対応） 
3) 一般都市内道路におけるアクセス機能回復策として、現状の路上駐車施設であるパーキング
メータ（パーキングチケットも同様）の評価を行い、路上荷捌き施設の導入による利用効率向
上システムを提案する。-----------------------------------------------------------（図-1.9の③に対応） 
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これらの諸方策を有機的に組み合わせることにより、道路の有効活用について総合的に取り上
げることになり、先に示した、(a) 施設本来の持っている機能を効率的に発揮させるとともに、
(b) 施設の能力に応じた需要を調整する、需要の適正化をも見込むことが可能となる。また、い
ずれの内容についても実態データを分析し、要因間あるいは駐車をはじめとする交通行動を説明
し、評価するためのモデルを構築することが重要な手段となる。 
  
(3) 研究の意義 
本来道路は、種々の理由によってその空間機能が部分的、あるいは全面的に低下する。しかも、
その機能低下は時間の長短によっても大きく左右される。従って、この両者を集約した管理方策
の検討が不可欠となる。例えば、利用に大きな支障が生じないようにするためには、高頻度、高
精度の巡回・点検が必要であるが、その作業自体が軽度な交通障害となる。また、そのレベルを
低下させると交通事故などにより著しい通行制限を必要とする事態を招く恐れがある。そのため、
日常点検時における効率の良い損傷の発見、適正な修繕・補修計画、および道路の耐久化・長寿
命化のための機能回復方策が必要である。すなわち、損傷要因の解明、点検や修繕方法の改善、
さらには補修時期の検討などの基本要件抽出と評価により適正な維持管理方策を導くことが可
能になり、道路の機能が格段に向上できる。 
 一方、道路の利用方法からみると、路上駐車によって一時的に道路空間が占有されることで、
通行機能は著しく低下し、沿道へのアクセスも阻害される。例えば、片側 1車線道路では交差点
部の路上駐車により交通容量が最大 40％低下する（表-1.2）と言われているように、路上駐車の
排除による道路の容量改善効果は大きい。また、このことからも、道路の効率的利用を促し、都
市交通問題改善が期待される路上駐車の排除と路上利用ニーズへの新たな対応を検討すること
は喫緊の社会的課題と言え、その解決策を提示する意義は大きい。 
この背景には、実際の駐車車両の内、“車を利用しなくてもよいトリップ”が 18％（大阪市計、
駐車時間不明は除く）程度有り、しかも駐車時間が長いほどその割合は高いことが挙げられる（表
-1.3）。換言すると、路上駐車の困難化によって車利用の削減と公共交通機関の利用増加が期待で
きることになる。 
以上のように、本論文では都市内主要通行機能を担う都市高速道路の維持管理と、都心の集散
道路の路上駐車対策を主要な研究対象とし、これらの成果を総合的、実証的に検討することで、
実用面への発展性を指向することとした。 
 
表-1.2 交差点部の交通容量の低下 
単路部片側車線数 駐車による交通容量の低下率
（駐停車帯を除く） 駐車無し 駐車有り （％）
１ 1,000 600 -40
２ 1,700 1,200 -29
３ 2,350 1,900 -19
交通容量
（出典）国際交通安全学会「駐車施策に関する提言（１９８６）」  
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表-1.3 駐車時間別車種別“車でなくてもよい”トリップ
乗用車 ライトバン 貨物車
　　～　２９ 13.0 4.2 3.7 7.2
　３０～　５９ 14.7 6.5 3.3 9.2
　６０～１１９ 16.2 5.9 2.4 9.9
１２０～２３９ 15.5 7.9 5.2 11.1
２４０～４７９ 18.9 10.6 6.5 14.7
４８０～ 37.5 21.2 9.0 32.3
計 26.9 9.2 4.9 18.3
(%)（データ：Ｓ５５業務パーソントリップ調査結果
（大阪市計）
駐車時間（分） 車　　　種 計
 
 
 
1.3 既往研究のレビュー 
 上述のとおり、道路の有効活用を「管理」方策という視点からとらえるため、本論文は、① 道
路の維持管理の適正化（道路を構造物としてとらえた有効活用）、②道路の整序化（道路を空間
としてとらえた有効活用）、という 2 つの大きな柱で構成される。そこで、これらに関連する既
往研究を収集・整理した（表-1.4）。 
表-1.4 道路の有効活用に関する既往研究の分類
研 究 テ ー マ 基　礎　デ　ー　タ
道路の維持管理の適正化 ○ 舗装／伸縮継手 ・属性（線形、勾配、補修年次等）
高速道路 ・損傷発生メカニズム ・道路構造（桁区分、床版種別等）
（長距離／通過トリップ） ・損傷発見システム ・交通量
・損傷要因分析 ・損傷実態
・損傷予測と耐久化
一般道路 ・補修計画
（短距離／発着トリップ）
○ 駐車対策の効果測定 ・駐停車施設（運営形態、容量）
違法駐車排除 ○ 路外駐車場の位置づけと活用 ・駐車場利用実態
（通行機能） （規格・基準） ・路上駐車実態
　・適正規模 ・駐車場選択特性
　・構造（形態、出入口） ・荷捌き施設選択特性
　・運営（料金、助成、採算性） ・周辺建物調査（用途、規模）
　・配置（Ｐ＆Ｒ、フリンジＰ） ・道路構成要素実態
　・駐車場案内システム（有効利用） ・道路評価ニーズ
道路空間再配分 ○ 路上荷捌き施設(ＰＭ、ＰＴ)の効果測定
（アクセス機能） ○ 路上荷捌き施設の位置づけ
（規格・基準）
　・基数
　・運営
　・配置
○ 道路の断面構成
（注）・○は主な研究項目 （注）・ＰＭ＝＝パーキングメータ
　　　・ＰＴ＝＝パーキングチケット
　　　・Ｐ　＝＝路外駐車場
目　　　　的
道路の整序化
 
これより、①については走行機能に直接影響する「舗装」と「伸縮継手」が主な対象とされ、
特に舗装を扱う研究が多いこと、②については路上駐車の排除による道路空間の「整序化」とそ
れを担保する路外駐車場の整備、整序化後のアクセス機能確保に向けた空間再配置に関連するも
のが見受けられることが分かる。 
以下では、これら既往研究で扱われている主要な研究テーマとそのアプローチについてレビュ
ーすることで本論文の位置づけを明確にする。 
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(1) 道路の管理方策について（本論文２章に関連） 
  ここでは、本来、道路を総合的な管理という視点で扱っている研究が対象となるが、そのよう
な総合的あるいは体系的な取り組みはほとんどみられず、主として駐車対策や歩車共存のコミュ
ニティ道路を対象とした道路空間管理の研究がみられる程度である。 
1) 越 7)は、路上駐車の無秩序ぶりを指摘し、駐車できなければ自動車利用トリップの発生は抑
えられ、その分だけ交通需要が減少するため道路容量の増す効果が大きいとし、路外駐車場の
整備、およびその過渡的措置としての選択的に路上駐車の合法化を提案している。併せて、有
効な取り締まり無くしていかなる駐車政策も意味を持たないことを指摘している。 
2) 新谷 8)は、駐車難に対処するため、駐車場および荷捌き施設の整備促進、駐車場案内システ
ムなどによる既存駐車場利用促進の必要性を指摘するとともに、歴史的考察により付置義務基
準の適正化を指摘している。また、パーキングメータ不正利用の増加を指摘し、走行機能を阻
害する道路の駐車スペース化の問題点を指摘している。 
3) 中野 9)は、団地内の路上駐車の恒常化、幼児の飛び出し事故、緊急車両の災害活動阻害など
の問題を解決するため、既存団地で期限付きの交通実験を経て、ボンエルフによる歩車融合型
道路を実現した。具体的には、通行帯のシケイン、ミニロータリー型狭窄と特殊舗装、入り口
部・中間部ハンプ、ボンエルフ標識などで構成されている。 
4) 毛利・塚口・鄭ら 10)は、ドライバーに対する意識調査結果から、路上駐車の常態化を明らか
にし、駐車料金、徒歩距離、駐車時間の短さ、および取り締まりの甘さなどの路上駐車理由を
踏まえて、駐車施設と駐車場案内システム整備などによる駐車場の有効利用の促進と荷捌き施
設の整備を提案している。 
5) 堂柿 11)は、路上駐車問題解決には都心部における自動車トリップの削減、路外駐車場への誘
導、駐車時間短縮の３点が必要であるとし、10～20 分駐車の合法化、荷捌き専用スペースの
確保と長時間荷捌きの有料化などの試案を提示している。併せて、道路の走行機能の確保、路
上駐車排除の困難性、有料化に対する合意形成の困難さなどの問題点にも言及している。 
6) 太田 12)は、従来の我が国における路上駐車対策には問題が多いことを指摘し、欧米の駐車マ
ネジメント対策に参考となることが多いことから、路上駐車の取り締まりを民間に委託してい
る英国の事例を中心に紹介し、路上駐車の適切な位置づけ、路上空間の利用優先順位の明確化
とそれに基づいた道路空間再配分、および路側空間管理計画、路側管理計画に基づく効率的か
つ公正な管理執行が駐車対策の基本的な考え方であることを導いている。 
 
(2) 道路維持管理の適正化（本論文３章に関連） 
  維持管理適正化の対象としてアスファルト舗装を取り上げている研究が多く、伸縮継手につい
てもいくつかの研究がみられる。それらは、a) 損傷発生メカニズムとそれに関わる要因の分析、
b) 巡回・点検システムと損傷発見の関連に関する分析、c) 維持管理指数（MCI）を用いた補修
計画に関する分析、d) ライフサイクルコスト（LCC）に着眼した補修計画に関する分析、e) 舗
装の劣化過程に着目した分析などに大別される。 
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1) 堤・樗木ら 13)は、AROPモデルで交通量を予測し、巡回による損傷データや過去の履歴など
から損傷量を推計するとともに、このような損傷量に対してファジィ性を考慮した最適補修モ
デルを構築し、維持管理計画を立案するための方法論について計画学的観点から論じている。
この方法論により維持補修の定期性と予防的補修の両方を満足させる計画立案への展望が開
くことができるとしている。 
2) 徳永・西村・日野・河村ら 14)は、高架道路橋の苦情の大半が騒音・振動に関するもので、そ
の発生源のほとんどは伸縮継手とその周辺部であることから、その低減のために施工や維持管
理時における継手の性質に配慮した管理が必要であることを明らかにしている。設置からの経
過年数と苦情発生数の関係などから鋼製ジョイントは設置後 10 年、ゴムジョイントは設置後
５年を目途に配慮が必要であるとしている。 
3) 内田・召田ら 15)は、静岡県における路面および道路現況調査結果から構築したデータベース
を基に、ひび割れ、わだち掘れ、および平坦性の計測値から路面性状評価指数としての維持管
理指数（MCI指標）を求め、その予測式を導いている。また、損傷程度別の補修費割合の最適
値を求め、県下全路線のMCIが 5.5になる年次を求める補修計画を提案している。 
4) 栗野・田村・小林ら 16)は、舗装の劣化過程に介在する不確実性が考慮されていないことに着
目し、交通需要と自然的劣化という2つの不確実性を考慮した最適補修モデルを提示している。 
5) 田村・慈道・小林ら 17)は、4)の研究を拡張し、修繕予算制約下における LCCを最小化するた
めのヒューリスティックな修繕順位決定ルールを求める実用的な方法を提案している。 
6) 三澤・有村・田村ら 18)は、将来交通需要の変動を考慮した道路修繕シナリオの最適意志決定
支援モデルの構築を行っている。このモデルは離散的最適化手法の１つである遺伝的アルゴリ
ズムの適用を前提にしたもので、LCC評価期間における維持管理シナリオの評価関数として、
LCCの平均値と分散の最小化を設定している。 
 
(3) 路外駐車場整備計画（本論文４章に関連） 
  路上駐車問題の解決は喫緊の課題であり、問題の大きさとその影響が広範に及ぶことから、そ
の解決策の一環として路上駐車の受け皿が求められている。そのため、路外駐車場整備計画に関
する研究が多くみられる。それらは、a) 駐車場整備の重要性に関する分析、そのための、b) 駐
車場選択行動に関する分析、c) 駐車需要量の推計に関する分析、d) 駐車場配置に関する分析、
e) 駐車場の運営に関する分析、f) 駐車場の有効利用に関する分析に大別される。 
1) 塚口・鄭ら 19)は、アンケート調査結果から、路上駐車発生には駐車料金と徒歩距離が強く影
響するなど駐車場所選択に関する特性を明らかにしている。また、修正徒歩距離を定義するこ
とで駐車場所選択率と修正徒歩距離の関係を明らかにし、駐車場利用計画に利用できるとして
いる。 
2) 石田・松村・黒川ら 20)は、意識調査結果に基づく非集計ロジットモデルを用いて、買い物目
的地選択に距離、価格、次いで駐車場整備の重要性が大きいことを示すとともに、数量化Ⅱ類
分析から駐車場評価に駐車容量とわかり易さが影響していることを明らかにしている。 
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3) 村上・西村・日野・若松ら 21)は、大阪市都心部の駐車施設調査、自動車ＯＤ調査結果から一
時預かり駐車スペースの需給量を算定している。その不足分の受け入れの可能性を明確にする
ため、駐車場経営に関わる要素を組み込んだ駐車場経営採算モデルを構築し、地価や駐車料金
などの地域条件や駐車場種別毎に駐車場経営の成立条件を明らかにしている。 
4) 村上・西村・日野・斉藤ら 22)は、3)の駐車場経営採算モデルに新たな指標、「助成率」を組み
込んで公的助成制度の効果を算定している。また、駐車場利用率や地価、月極スペース率など
の各種の地域条件を感度指標として、助成率と累積収支係数、累積収支係数と助成効率係数の
関係を導き、効果的な助成導入の考え方を明らかにしている。 
5) 室町・原田・太田ら 23)は、アンケート調査結果を基に、複数駐車場の選択的利用が駐車場固
定層の存在と主要流入経路ネットワーク形態に左右され、結果的に当該地域の駐車需給バラン
スと駐車場パフォーマンスに影響されることを示している。さらに駐車場需要配分マイクロシ
ミュレーションによって、駐車時間が駐車場パフォーマンスに大きな影響を与えていることを
導いている。   
6) 高橋・高野・佐藤ら 24)は、アンケート調査結果から都心部駐車場利用者が P＆R 駐車場に転
換を可能にする要因として駐車待ち時間の寄与率と料金を指摘し、都心部までの遅れ時間はほ
とんど寄与していないことを示すとともに、ロジットタイプの転換率モデルを導き、P＆R 駐
車場に転換する各要因の条件を提示している。 
7) 辰巳・樗木・外井・李ら 25)は、アンケート調査結果から、徒歩距離最小化、および自動車走
行距離最小化がドライバーの駐車場選択の主要な要因であるとしている。また、駐車場入口へ
の誘導に際して、入口が進行方向に対して左側にあるようにしなければならないことを明らか
にしている。 
8) 長瀬・雫石・松本ら 26)は、全国の駐車場整備計画を調査し、これより駐車供給アクセシビリ
ティ、駐車需要アクセシビリティを定義するとともに、駐車需要は駐車場の供給量により決ま
ること、および供給面積と需要面積の効率についての検討が必要であるとしている。 
9) 劉・河上ら 27)は、駐車場選択問題を交通量配分モデルにより定式化し、さらに需要変動型交
通均衡モデルに基づいて最適駐車場案内システムの導入の可能性と効果を試算している。 
10) 本橋・永井ら 28)は、アンケート調査結果に基づいた非集計ロジットモデルを用いて、代替駐
車場の選択特性として距離と貸し自転車の有無、同伴者属性と駐車料金による影響を示すとと
もに、代替可能性についてシミュレーションし、代替駐車場までの距離が 250ｍ以内では本来
の駐車場とほぼ同等に利用され、850ｍ以上では代替駐車場を利用することは困難であるとし、
その間では駐車料金と貸し自転車の有無が効果的に作用するとしている。 
11) 北条・高橋・岸井・野内ら 29)は、アンケート調査結果から駐車場案内システム、共通駐車券
システム、休日開放システムをとりあげ、その単体、あるいは組み合わせによる駐車場有効利
用効果を推計している。指標として路上駐車の減少台数、駐車場入庫待ち台数、うろつき交通
の減少台数の 3つを媒介とした算出式から、費用対便益による比較検討を行っている。 
12) 春名・河上・吉岡ら 30)は、来訪者の魅力が最大になるような行動モデル、ならびに駐車料金
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と距離移動を考慮した駐車場配置計画モデルを構築するとともに、大阪ミナミを対象地とした
駐車場の必要整備量とその配置についての評価を試みている。 
13) 吉田・原田ら 31)は、駐車場の需要予測を行うために、駐車場のサービス能力を評価するモデ
ル（駐車場パフォーマンス関数）を提案し、これを用いたモデルによるシミュレーションから、
駐車待ち発生確率、および待ち時間の平均値と分散が駐車場の容量に大きく影響を受けるため、 
入庫台数よりも駐車時間のコントロールが重要であることを指摘している。 
14) 玉木・朝倉・二神・柏谷ら 32)は、ドライバーに対する駐車場情報の効果測定モデルを構築し、
情報提供位置を発生地よりも道路リンクとすることで、時間短縮効果が大きいこと、情報板の
位置は駐車場の手前 1ｋｍ～2ｋｍが適当であることなどを示している。 
15) 吉矢・飯田・倉内・加藤ら 33)は、パソコンを使った仮想都市における案内情報下の駐車場選
択に関する質問から、構築した効果測定モデルを用いて、出発地においては距離を重視した選
択を行っていることを示すとともに、最も混雑する駐車場を対象とした情報提供による駐車場
変更効果を検証している。 
16) 倉内・飯田・塚口・宇野ら 34)は、アンケート調査に基づいて、駐車場案内システムが駐車場
の回転率に寄与しているものの、ドライバーの意志決定に大きな影響を及ぼすに至っていない
ことを示している。 
17) 高橋・古倉ら 35)は、駐車場利用実態調査と経営者などに対するヒアリング調査結果から、駐
車場出入りの車による車両渋滞が駐車容量と利用台数との需給アンバランスのみによるもの
でなく、駐車プロセス毎の処理能力に問題があることを指摘し、これらのボトルネックの解消
やバッファースペースの確保などが駐車場の運用効率の向上に有効であるとしている。 
18) 小島・吉田ら 36)は、順位付けデータからなる選好意識調査を実施し、P＆R駐車場の計画条
件を分析し、利用意向が駐車料金と駅までの徒歩距離に大きく左右されること、24時間利用可
能であること、平面自走式駐車場が使いやすいことなどの結果を導いている。 
19) 室町 37)は、駐車場利用実態調査およびアンケート調査結果から駐車場探索行動ロジットモデ
ルを構築し、来街頻度の高いドライバーを中心に、満空情報から期待入庫待ち時間を推定した
上で、駐車場を選択していることを示すとともに、経路上の期待待ち時間が新たな駐車場探索
行動を行うか否かの判断材料となっていることなどを明らかにしている。 
 
(4) 路上荷捌き施設整備計画（ＰＭ、ＰＴを含む）（本論文５章に関連） 
路外駐車場整備計画と同様に、路上の整序化に伴う荷捌き需要の受け皿として、一部道路空間
の有効活用に向けた路上荷捌き施設の整備計画に関する研究が比較的多くみられる。それらは、
a) 路上荷捌き施設設置効果に関する分析、そのための、b) 荷捌き施設選択行動に関する分析、
c) 荷捌き行動特性に関する分析、d) 荷捌き施設の設置基準に関する分析に大別される。 
なお、以下、PMはパーキングメータ、PTはパーキングチケットを示す。 
1) 森・金・肥田野ら 38)は、路上駐車行動をビデオにより観察し、駐車スペース長と前進駐車・
後退駐車の関係などの路上駐車行動特性、および交通流への影響を明らかにし、路上駐車施設
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の計画と設計に当たっての基礎資料を提示している。 
2) 堂柿・佐藤ら 39)は、路上駐停車の観察調査結果から駐停車行動特性を分析し、荷捌き行動を
伴う需要に待ち行列理論を適用すると、荷捌きスペースの必要量は１街区当たり（約 100m）、
概ね 2台分で現状と同程度のサービス水準を提供できるとしている。 
3) 堂柿・佐藤・五十嵐ら 40)は、PTを含む路上駐停車の観察調査結果に基づいて、待ち行列理論
から PTの有無別にうろつき交通の発生率が設置場所で 10％以下、設置されていない場所で約
4割であると推計し、PTの混雑緩和策としての有効性を検証している。 
4) 塚口・大西・飯田・中谷ら 41)は、荷捌き実態調査結果に待ち行列理論を適用し、荷捌き駐車
および一般駐車需要に対する必要スペース量を試算するとともに、路上対応型の荷捌きスペー
スは有料制が好ましいとしている。 
5) 塚口・小林ら 42)は、数量化Ⅱ類分析およびネステッドロジットモデルを用いて、駐車場選択
行動が駐車料金、目的施設までの距離、入庫待ち時間によって説明ができること、駐車場と路
上との選択が個人の態度によることなどが影響していることを示している。 
6) 塚口・飯田・中谷ら 43)は、PTの利用特性を明らかにするとともに、荷捌き需要の推計結果か
ら路上荷捌き施設の計画基準について考察している。また、非集計行動モデルにより駐車場所
選択特性を明らかにしている。 
7) 李・樗木・辰巳ら 44)は、ドライバーに対するアンケート調査結果から、路上駐車施設に対す
る要望を明らかにするとともに、幅員と走行速度の関係から区画道路における車道幅員は 6.9
ｍ以上であることが望ましいとしている。 
8) 高橋・苦瀬・鈴木・清水ら 45)は、商業業務地区における駐車実態調査と事業所アンケート調
査結果から、用途別床面積と物流車発生集中量の関係を定式化し、駐停車施設の整備のあり方
について論じている。 
9) 末永・本間・森・斎藤ら 46)は、路上駐車者（PM も含む）を対象にアンケート調査を行い、
路上駐車の動機と目的、職業、車種、性別の関係を集計し、荷物の搬出入を伴う業務に関わる
駐車や送迎、待ち合わせのための駐車が強い動機となっていることを明らかにしている。 
10) 岐美・高田・東ら 47)は、レッドゾーン設置区間における路上駐車実態調査から、路上駐停車
特性を整理している。すなわち、貨物の積み卸しのある車の横持ち機器は人力に依存している
こと、その理由は路外の荷受け施設の不足、車道と歩道の段差であること、また、交差点通過
直前部におけるレッドゾーンの効果がみられることなどの知見を明らかにしている。 
11) 谷川・高田ら 48)は、月極駐車場などの既存施設を利用した路外の積み卸しスペースの設置と、
そのネットワーク化（ポケット・ローディングシステム）を提案し、その有効性と事業採算性
を検討している。 
12) 堂柿 49)は、PTの運用時と非運用時における観測調査結果から、数量化Ⅱ類モデルが施設利
用の判別に有効であることを明らかにし、判別分析との併用によりさらに高い精度での需要推
定が可能であるとしている。 
13) 辰巳・樗木・李・属ら 50)は、路上駐車、PM駐車、および路外駐車者を対象にアンケート調
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査を行い、目的地までの距離と駐車時間が駐車場利用に大きく影響し、特に 10 分以下の短時
間駐車の場合には多くのドライバーが路上駐車することなどの駐車場選択特性を示している。 
14) 小原・高橋・坂本・久保田ら 51)は、車線別に路上駐車車両を追い越す挙動をシミュレーショ
ンし、道路有効幅員と走行速度の関係式を導き、交通量が増えると追従走行による速度低下の
影響を受けて交通量が減少すること、道路有効幅員が減少するに従い区間速度の低下が顕著に
表れる現象を明らかにしている。 
15) 貴志・香月・谷口・岡本ら 52)は、シミュレーションモデルにより路上駐車の余裕幅員、大型
車混入率、流入交通量と交通流率の関係を導き、余裕幅員が狭いほど、また、大型車混入率が
高くなるほど交通流率が低下すること、流入交通量が多いほど路上駐車による影響が大きくな
ることなどを明らかにしている。 
16) 堂柿 53)は、路上駐車実態調査結果を用い、数量化Ⅱ類分析の判別モデルにより、10 分程度
が駐車施設利用に料金を支払うべき閾値であり、20分程度が駐車施設に料金を支払い、かつ施
設を利用する閾値であることを示している。 
17) 鈴木・西村・日野・村上ら 54)は、大規模交通量調査、建物発生集中量調査結果などを用いて
建物用途別に車を発生集中させ、路外・路上駐車施設へ入れ込むシミュレーションモデルによ
り、経済的路上駐車施設の設置基数を試算し、PMに比べ荷捌き施設は少ない設置基数で対応
できることを導いている。 
18) 竹内・小原・坂本・久保田ら 55)は、片側 1車線道路に着目し、路上駐車すり抜け挙動の実験
データを用いたシミュレーションから、流入交通量が 400台／時になると対向車の影響を大き
く受けることを明らかにしている。 
19) 末永・小口・秋山・高田ら 56)は、駐車動機の強さを大、中、小の 3段階に分け、アンケート
調査から中と小の動機に対しては路外駐車場で受け持つべきであるとして、東京都下での路外
駐車場整備目標量を試算している。 
20) 佐藤・千葉・赤羽・桑原ら 57)は、ビデオ調査などにより、路上駐車による交差点ボトルネッ
クでの時刻別累積交通量と損失時間の関係を推定し、東京都心 8区の路上駐車による損失額を
2億円／日と試算している。 
21) 高橋・松尾・森弘ら 58)は、駐停車実態調査結果から PLT（Parking, Location ＆ Time）チ
ャートを作成し、単位区間占有率を算出している。また、建物用途別の床面積から荷捌き車発
生集中原単位を求め、駐停車推計モデルを構築し、街路区間の沿道状況と駐停車需要との関係
から、荷捌き駐停車需要は目的先の荷捌き車発生台数と目的地までの距離、駐停車可能空間の
有無と相関があり、この 3変数から単位区間の駐停車需要を説明できると論じている。 
22) 坂本・竹内・久保田ら 59)は、路上駐車状況別走行挙動シミュレーションモデルにより、路上
駐車対策の効果について、片側駐車禁止では旅行時間 35％、通過交通量 44％、全面駐車禁止
では旅行時間 59％、通過交通量 55％の改善が可能と試算している。 
23) 堂柿 60)は、プレート式観察調査結果により、荷捌き専用・普通貨物車専用 PT（20分以下：
200円）の妥当性を検証し、車種別の駐車時間分布の考察から、地方都市においては駐車時間
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以外に、用務目的などを組み合わせた新たな路側駐車の容認基準が必要であることを論じてい
る。 
24) 井上・早原・堤・樗木ら 61)は、天神地区における貨物専用 PTの利用特性を明らかにすると
ともに、本来利用できない乗用車の排除、利用上限（40分以上）の利用への対応とその受け皿
作りなどの課題を挙げている。 
25) 椎名・辛島・田中ら 62)は、武蔵野駅周辺での荷捌き駐車対策を中心とした駐車対策のモデル
実験から、荷捌き時間の短縮、無秩序な荷捌き駐車の減少効果を評価する一方で、幹線道路に
おける駐車管理方法の限界などの課題を指摘している。 
26) 小早川・高田ら 62)は、東京都と警視庁による交通渋滞解消のための路上駐車対策「スムー
ズ東京 21」によって、路上駐車車両の半減効果がみられたこと、ギラギラ舗装区間は一般舗装
区間に比べ効果が上がっていること、交通指導員の効果は必ずしも明確でないこと、荷捌き用
区間は良く機能していることなどを報告している。 
27) 小谷・田中・中村ら 64)は、神戸市における路上駐車施設の実験から、路上駐車に比べると徒
歩距離も長く、集配回数も多くなるものの、違法駐車することなく集配できることから路上荷
捌き施設が積極的に利用されている実態を示している。 
 
道路空間の再配分に関する研究はあまり多くみられない。その理由として、道路空間の再配分
に関しては道路構造令などの上位計画による仕様が大きな規制となっていること、環境重視、少
子高齢化による時代背景が道路空間に反映されていないことが考えられる。研究は道路空間を何
で配分するかにより、a) 歩行者、自転車、自動車といった交通手段別に配分する分析、b) 走行
空間と駐車空間といった機能別に配分する分析に分けられる。 
1) 塚口・飯田・山本・加古ら 65)は、実態調査結果から歩行者、自転車、自動車の空間的占有状
況をオキュパンシー指標で定義し、街路評価を行い、アンケート調査結果から得られた街路評
価と比較している。ここで、京都市における幹線的な街路は歩行者に対して有利な幅員構成で
あること、利用者は歩行者優先を支持していることなどを明らかにしている。 
2) 飯田・塚口・香川ら 66)は、神戸市内の街路データを用いた数量化Ⅲ類分析などから街路の機
能分類を行っている。また、1)の手法と同じくオキュパンシー指標を用いて街路評価を行い、
その差異から問題街路グループを再配分対象街路として抽出し、AHP法（Analytic Hierarchy 
Process：階層分析法）により街路構成要素の重要度を算出し、街路構成要素では分離帯、ボ
ラード、植樹などの重要度が大きいことを導くとともに、具体的な街路空間再配分代替案を提
案している。 
3) 室町・原田・太田ら 67)は、駐車規制や付置義務制度などが未利用の駐車空間を生み出し、多
大な費用を発生させる可能性を指摘し、駐車規制や付置義務制度が都市内における駐車空間配
分に与える影響を定性的に考察している。そこで、道路に駐車空間を配分することは道路の交
通費用にそれほど影響しない範囲では、駐車空間を道路と建物の間で効率的に配分することに
つながること、駐車場付置義務制度は駐車需要の変動を吸収する意味では有効であるが
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需要が駐車スペース数を下回った場合には多大な費用をもたらすことになることなどを結論
としている。 
 
既往研究のレビューによると、基本的には道路の通行機能とアクセス機能とを阻害する道路の
補修・修繕工事や路上駐車への対応について、個々に、またはケーススタディ的に取り上げる例
が多く、本論文のように「既存道路の有効活用」という視点で総合的に取り扱った研究はほとん
どみられないことが分かった。そこで、本論文ではそれぞれのテーマについてモデルを構築し、
実態調査データを用いて現状を把握し、評価することで種々の方策を検討し、効果測定を行うこ
とで新しい管理方策を提示することとした（図-1.10）。 
 
    　　不十分な場合
補修・修繕
事故
通行機能の低下
違法駐車の蔓延
通行・アクセス機能の低下
維持管理の適正化策 駐車対策
都
市
高
速
道
路
都
市
内
道
路
　　　　　　　　　　■都市基盤施設の量的充足
　　　　　　　　　　■交通需要量の停滞
　　　　　　　　　　■環境重視の潮流
　　　　　　　　　　■都市空間、財源の不足
交通需要管理（TDM）の展開
基本方針：既存施設の有効活用
 
 
図-1.10  道路の有効活用に係る諸課題とその関連性 
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1.4 本論文の構成 
本論文では、研究成果を図-1.11 に示す６章にとりまとめた。各章の内容を要約すると以下の
とおりである。 
 
第１章
緒論
第５章
アクセス機能の向上に向けた荷捌き
施設の設置基準策定に向けた研究
第４章
違法駐車の排除に向けた
駐車場の成立条件の研究
第３章
通行機能の向上に向けた
維持管理適正化の研究
第６章
研究成果のまとめと今後の課題
第２章
既存道路の有効活用に向けた課題抽出の妥当性の検証
 
図-1.11  本論文の構成 
 
第 1 章では、我が国における都市交通問題の推移とそれに対する対策を概観している。また、
都市交通における課題を抽出することで本論文の意義と必要性を明確にしている。さらに、既往
研究をレビューすることで、それらの問題を解決するためには既存道路施設の有効活用が極めて
効果的であることを再確認するとともに、本論文の目的と内容を示している。 
第２章では、第１章で示した都市交通問題改善のための重要な視点として設定した「既存道路
施設の有効活用策」について、実態調査データを用いたモデル構築による事例検討を行い、都市
高速道路における「維持管理の適正化」と、一般都市内道路における「路上駐車の排除」の 2つ
の課題抽出と研究内容の妥当性を検証している。 
第３章では、第２章の道路の有効活用に際しての課題を受けて、本論文の双眼の 1つとなる都
市幹線道路の通行機能向上を目指すもので、通行機能に多大な影響を及ぼしているにもかかわら
ず、研究事例が比較的少ない都市高速道路の伸縮継手の維持管理を取り上げている。都市高速道
路の伸縮継手の損傷実態把握、損傷要因分析、損傷予測などを通じて「道路の時間的な有効活用」
を図る維持管理方策を示している。 
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第４章および第５章は、道路の通行、およびアクセス機能低下をもたらせている路上駐車車両
の適正処理、および路上駐車の排除された道路空間の再配置による両機能の向上を目指すもので
ある。第４章では、路上駐車車両の収容空間となる路外駐車場の確保を目指すもので、路外駐車
場が採算面から成立する条件を分析している。さらに都市計画の位置づけから、効果的な公的助
成制度のあり方にも言及している。第５章では、都市活動の活性化に不可欠となる道路のアクセ
ス機能の向上を図るために、路上駐車が排除された道路空間の効率的活用を図る荷捌きシステム
構築を目指すもので、現状のパーキングメータ（パーキングチケット）の評価を通じて路上荷捌
き施設導入の必要性を導き、その効果を明らかにするとともに、実用化に向けた設置基準の提案
を試みている。これらは総じて「道路の空間的な有効活用」を図る駐車対策と言える。 
第６章では、以上の結果を総合的にとりまとめるとともに、さらに施策の具体化に向けた課題
についても提示した。 
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第２章 道路空間有効活用の考え方 
 
2.1 はじめに 
 我が国の主要な都市では、人や物の集中に呼応した公共投資によって交通基盤が整備され、今
や大都市圏における鉄道と道路の整備水準は欧米先進国に比して勝るとも劣らない。しかしなが
ら交通渋滞、交通事故発生、環境汚染などの社会問題の改善の兆しは見えない。そのため、これ
からは都市交通基盤施設を有効に活用するための管理施策がますます重要となる。その考え方は、
1) 施設の目的に即した有効活用と、2) 需要の調整・管理の 2 つに大別される。後者は、総量規
制を目的とした各種交通需要管理施策（TDM）であり、シンガポールやロンドンで実施されてい
る入域許可制度（ロードプライシング）等、先進主要都市で様々な試みがなされている。一方、
前者については、我が国においても、個々の分野での対応に関してはかなりの実績がみられるも
のの、体系的な扱いは必ずしも多くない。 
そこで、本章では、都市内道路空間の有効活用を図るための枠組みを整理した上で、上述の種々
の問題改善には、道路の通行機能とアクセス機能の両面からの取り組みが有効かつ不可欠である
ことを示すとともに、都市高速道路の維持管理と都市内道路の路上駐車対策からの事例的アプロ
ーチによって、道路の時間的・空間的有効活用の可能性を検証することとした。 
 
2.2  都市内道路空間有効活用の枠組みとその考え方 
都市内道路の有効活用は、特に都市高速道路による主要な通行機能を堅持するとともに、都市
内道路のアクセス機能を阻害している路上駐車への効果的対応により実現するものと考えられる。
そこで、本章では、1) 都市高速道路の維持管理に伴う時間的利用阻害の費用面からの評価と、2) 
路外駐車場の整備・活用、駐車場案内システムや路上荷捌き施設の導入などの路上駐車対策によ
るアクセス機能改善度の評価を試みた。 
都市高速道路(通行機能) 都市内道路(アクセス機能)
時　間　軸 空　間　軸
修繕・補修・事故 路上駐車の蔓延
道路サービスの低下・停止 道 路 混 雑
道路の維持管理の適正化 駐 車 対 策
・道路の耐久化 ・路外駐車場の整備・活用
・維持管理方法の適正化 ・専用・月極駐車場の開放
・路上荷捌き施設の確保
 道路の有効活用
基本方針：既存施設の有効活用
 
図-2.1 都市内道路空間有効活用の枠組み 
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2.3 通行機能確保からみた方策 
本節では、時間軸からみた道路の有効活用の観点から、都市高速道路網の通行機能を確保する
ための維持管理方式について検討する。対象は阪神高速道路環状線（610 レーン）とし、特に通
行障害をきたす大規模な維持管理を必要とする伸縮継手の補修・修繕方式についての評価を試み
る。 
なお、本検討では、20 年間累計維持管理費（①日常点検費、②修繕費、③補修費(取り替え費
用)、④管理者減収（通行止めに伴う通行料金の減収)、⑤利用者費用(＝通行規制に伴う時間遅れ
に係る利用者費用)の合計）を評価指標とした。 
また、具体的な維持管理方式として、①逐次修繕方式毎年修繕を続ける（補修（取り替え、以
下同じ）しない）、②均等補修方式（20年間で毎年均等分を補修する）、③一括補修方式（全レー
ンを 20年毎に一括補修する）を取り上げ、各方式による損傷発生件数（20年平均値）を次のよ
うに推計した 1)。なお、損傷データに関する分析とこれに基づく損傷発生予測モデルについては
第３章で詳述する。  
 
 日常点検費は、現状データ（週に 3日、損傷率 0.066件／年・レーン、2,000万円／年）を参
考に設定し、工事に係る費用については、補修費が１レーン当り 100万円とし、修繕費は１カ所
当り 20万円とした。 
工事に伴う交通規制による利用者の時間損失については、補修路線、迂回路全てについて、平
常時と通行規制時の便益の差（[平常時走行台時－規制時走行台時]×時間価値）により算出した。
その際、修繕については一定区間（6レーン、300ｍ）で速度低下（補修時の他の路線と同じ）に
伴う時間損失が発生すると仮定した。 
なお、ここでは実態調査結果などから、平均トリップ長を 15.0ｋｍ、速度については、都市高
速道路環状線で 56.1 km/h、その他の区間で 52.5 km/h （通行規制時 44.5 km/h）、一般道路 18.8 
km/h （同 14.6 km/h）とし、時間価値は 55.1円／分・人、平均乗車人数を 1.4人と仮定した。
また、通行料金は平均値で 680円／台とした 2)。 
これらの基礎数値を用いて各方式別の維持管理費を算出すると図-2.2、表-2.1 のようであり、
これらから次のようなことが分かる。 
① 各方式の費用（20 年累計）は、逐次修繕方式(268 億円)と一括補修方式(252 億円)が概ね同
程度であり、均等補修方式(783億円)は 3倍弱高い結果となった。これは、毎年の補修に伴う
時間遅れ費用が多くなるためと考えられる。 
② 利用者費用が総費用の 95％以上を占めていることから、施設を時間的に有効利用するという
視点が極めて重要であることを示唆している。 
③ 逐次補修方式は損傷見落としによる事故発生リスクが高いため、長期的にはリスク評価につい
【20年平均損傷発生件数】 
・逐次修繕方式：0.159件／年・レーン 
・均等補修方式：0.145件／年・レーン 
・一括補修方式：0.130件／年・レーン 
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ての留意が必要である。 
 
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
逐次修繕方式 均等補修方式 一括補修方式
日常点検費 修繕費 補修費
管理者減収 利用者費用
(億円)
 
図-2.2  維持管理方式別費用の推計結果(20年累計) 
 
表-2.1 維持管理方式別費用の内訳(20年累計) 
維持管理方式 日常点検費 修繕費 補修費 管理者減収 利用者費用 総計
逐次修繕方式 10 4 0 0 255 268
均等補修方式 9 4 6 64 700 783
一括補修方式 8 3 6 3 232 252
（億円／20年）  
 
以上のように、維持管理に伴う費用のうち、利用者費用がほとんどを占めていること、維持管
理方式によって費用に違いがあることから、効率的道路利用のあり方を維持管理面から検討する
ことが有用であることが分かる。従って、道路構造物の損傷メカニズムと、そこでの主な発生要
因の分析を通して、損傷発生確率を予測し、効果的対応策を検討することが道路施設の時間的機
能低下を防ぎ、その有効利用を実現化するために重要であると言える。そのため、本論文では第
３章で改めてこの内容を詳細に扱うこととした。 
 
 
2.4 アクセス機能確保からみた方策 
(1) 都心部における駐車実態 
道路の空間的な利用、特にアクセス機能を阻害しているのが路上駐車である。大阪市内の瞬間
違法路上駐車台数は、公的駐車場の整備、駐車場案内システムの導入、駐車違反取り締まり強化
などの対策実施とともに、一貫して減少を続けてきたが、ここ 2、3 年は横ばいにあることから
既存対策の限界を示しているとも考えられる（図-2.3）。このことから、道路空間機能の有効活用
には違法な路上駐車に対する新たな対応が求められていると言える。 
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図-2.3 大阪市内における瞬間路上駐車台数の推移 3) 
 
そこで、本章では、大阪市都心部を対象
としたいくつかの駐車対策事例を提示し、
それらによる道路空間のアクセス機能の回
復程度を評価することとした。 
 本事例では、大阪市中心部に位置し、繊
維製品の卸売販売の店舗を中心とした中小
規模の建物が群立しているため、駐車・荷
捌き需要の多い南船場地区(約 500ｍ×900
ｍ)を対象とした(図-2.4)。調査対象地区に
おける駐車施設の概要と路上を含む駐停車
の実態 4)を表-2.2 に示す。これをみると、
駐車施設の内、専用・月極駐車場が最も多
く、容量割合で全体の約 57％を占めており、
次いで、一時預かり駐車場が約 40％となっ
ている。これに対して駐停車台数は全体で
50,366 台、停車需要を除くと、路上が
14,923 台、路外駐車需要が 12,794 台であ
り、駐車施設利用率の低さに比して路上利
用の多さが問題であると言える。一方で、        図-2.4  検討対象地区 
パーキングメータの利用率が高いことからも、路上への利用ニーズの高さが伺われる。そこで、
その用途を探るため、車種、積み卸しの有無、および駐車時間を調べた結果、車種構成では貨物
車 38％、貨客車 33％、乗用車 29％で、路上での積み卸し有りが 59％、無しが 41％で、駐車時
間 20分未満が約 34％、20～60分未満が約 29％、60～120分未満が約 25％、120分以上が約 12％
であった。このことから、貨物車による比較的短時間の荷捌きを伴うニーズが多いため、路上が
９００ｍ
５００ｍ
中央大通
御
堂
筋
堺
筋
本町通
長堀通
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利用されていると考えられる。また、取り締まりの困難性などから、本来、路外駐車場需要であ
る乗用車の長時間駐車車両が路上を占有している実態が伺われる 5)。 
 
表-2.2  駐停車実態調査結果の概要
駐車施設調査
駐車施設利用実態調査 箇所数(箇所) 容量(台) 平均利用率(%)
一時預かり 40 2,239 45.4
パーキングメータ 22 131 82.9
専用・月極 332 3,173 41.3
総計 394 5,543 59.2
駐停車調査
駐車場所 台数(台) 車　種 台数(台)
停車 22,649 乗用車 14,633
駐車（路上） 14,923 貨客車 16,635
駐車（路外） 12,794 貨物車 19,098
総計 50,366 総計 50,366
駐車時間(分) 構成比(%)
～ 10 15.6
～ 20 18.1
～ 30 10.1
～ 60 18.5
～120 25.4
～240 7.7
～480 3.1
480～ 1.5
路上・・積み卸し無し 59.1
路上・・積み卸し有り 40.9  
 
(2) 駐車対策の効果評価のためのモデル構築 
前項で示したような駐車実態に対して、各種駐車対策の効果を検討するためには、それぞれの
対策導入による状況を再現するシミュレーションモデルの適用が有効と考えられる。そのため、
ここでは実態調査データ 4)に基づいて、① 駐車施設量とその位置、② 駐車施設の利用状況、③ 自
動車流出入状況を基本パラメータとするシミュレーションモデルの構築を試みることにした。な
お、対象とした駐車需要は、午前 8 時から午後 6 時までの停車を除く 20,748 台（路外 12,794
台、路上 14,923台）である。 
 本論文で提案するシミュレーションモデルは図-2.5に示すような 2段階で構成されるものとし、 
シミュレーションに際しては次の 3つ条件に従うこととした。 
1) 駐車場所は、目的地から近い順に徒歩限界距離まで探索されるものとする。 
2) 大規模月極・専用駐車場（20台以上）のピーク時余裕量の 9割が一時預かり利用可能とする。 
3) 公共交通機関への転換率には、S55業務パーソントリップ調査で駐車時間別車種別に観測され
ている「車でなくてもよいトリップ」の割合を用いるものとする。 
これによって本モデルの第 1段階では、駐車場案内システムの導入と、取り締まり強化によっ
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て、全ての路上駐車車両を徒歩限界距離内(200ｍ以内)5)の最寄りの一時預かり駐車場の空きスペ
ースへ入れ込む場合を想定している。これによって、既存の路外駐車場の空きスペースの活用が
図られることになるため、駐車不能車が多い場合は既存駐車対策の限界が提示されることになる。 
従って第 2 段階は、第 1 段階が達成された状態においても路上に残された駐車車両に対して、
さらなる施策を導入した場合の効果を試算するプロセスと位置づけられる。 
《ＳＴＥＰ１》
既存駐車対策実施における限界状況の現出
・路外駐車場の空きスペースの利用
・駐車場案内システムの整備
・駐車違反取り締まりの強化
《ＳＴＥＰ２》
新しい駐車対策
基本方針：既存施設の有効活用
【ソフト対策】
・専用・月極駐車場の開放
・路上駐車の公共交通機関
　への転換
【ハード対策】
・路上荷捌き施設の設置
 
図-2.5  モデルの考え方 
 
一方、モデル分析に必要となるネットワークは、便宜上、調査対象地区（図-2.4）の全ての街
路（158区間）を表すノードの連結で構成されるものとし、駐車場（10台以上の専用駐車場、全
ての月極駐車場、および一時預かり駐車場（パーキングメータを含む）合計 427箇所）は存在区
間のノードに付属させることとした（図-2.6）。 
【道路区間と駐車場の連結】
街区
街区
　ｉ
　ｊ
ｉ１
ｉ２
ｉ５ ｊ１ ｊ３
ｋ３
ｉ３
ｉ４
ｋ２
ｋ
ｊ２ ｊ４
：道路区間
ｉ１ ：駐車場
　ｉ
　i
i１
：出口部
　ｋ
入り口部
に近い駐
車スペー
スから入
れ込んで
i２
i３
i４
i５
：入り口部
 
図-2.6  モデル分析のためのネットワークの考え方 
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 本モデルではこのネットワークに対して、対象地区における発着トリップを駐車施設（荷捌き
施設を含む）に配分することになる。ただし、既存の駐車施設を利用したトリップはそのまま駐
車施設に、路上駐車車両については、設定したケースに対応させて、到着時刻の早いトリップか
ら最寄りの駐車施設（荷捌き施設を含む）に配分することとした（図-2.7）。 
なお、本事例で対象とした追加施策は、 
① 専用的な使われ方をしている空き駐車スペース（専用駐車場、月極駐車場）の効率的利用を
意図した一時預かりへの転用策 
② アクセス機能を担保する路上荷捌き施設の設置 
に大別できるが、効果比較のために、 
③ 路上駐車車両の公共交通機関への転換策（TDM） 
についても併せて検討することとした。 
これら 3施策の組み合わせの中から、既存施設の有効活用を中心とした 7ケースを対象に、駐
車・荷捌き施設を利用できない路上駐車車両（駐車不能台数と呼ぶ）の削減量を効果指標として
算出し、各施策の比較評価を試みることにした（表-2.3）。 
 
政策変数（ケース設定）
・荷捌き施設の設置
・一時預かり化の対象駐車場
・公共交通機関への転換対象
　等の組み合わせ（表-2.3）
駐車場所探索（最短経路）
・満車の場合、徒歩限界距離まで探索を繰り返す
出力表の更新
（出力表）
・駐車需要量（転換前、転換後）
・駐車可能台数
・駐車不可能台数
・公共交通機関への転換台数
・一時預かり駐車スペース量
・対象トリップ：No.1～No.12,794 （路上駐車を除く）
駐車場利用トリップの当該駐車場への入れ込み
初期値セット
・駐車場容量
・8:00以前の駐車場別滞留台数
路上駐車トリップの空きスペースへの入れ込み
・対象トリップ：No.1～No.14,923（駐車時間：5分以上）
・対象時間　　：8:00～18:00（10時間）
・対象時間　　：8:00～18:00（10時間）
 
図-2.7  モデルの概要 
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表-2.3  効果評価のための追加対策の組み合わせと結果の一覧
ケース番号 1 2 3 4 5 6 7
駐車対策
荷捌き施設の設置 ○ × × ○ ○ ○ ○
一時預かり化
・月極駐車場 × × × × × ○ ×
・月極・専用駐車場(20台以上) × ○ × × ○ × ○
公共交通機関への転換 × × ○ ○ × ○ ○
駐車対策数 2 2 2 3 3 4 4
駐車需要量・・・転換前      （台） 12,847 20,748 20,748 12,847 12,847 14,745 14,745
公共交通への転換台数　      （台） 0 0 1,117 609 0 609 609
駐車需要量・・・転換後      （台） 12,847 20,748 19,631 12,238 12,847 14,136 14,136
一時預かり駐車場容量　　　  （台） 2,368 2,715 2,368 2,368 2,715 3,352 2,715
一時預かり駐車スペースの増加（台） 0 347 0 0 347 984 347
駐車不能台数　　　　　      （台） 2,297 2,170 3,887 1,891 932 764 676
(注) ○：実施
×：未実施  
 (3) 道路空間有効利用のための駐車対策の効果 
既存駐車対策（路外駐車場の整備、駐車場案内システム、駐車違反取り締まりの強化）が全て
機能することを想定した場合の結果をみると 6)、路上駐車は 14,923台から 4,655台になり、大幅
に減少することになる。実際には、これらの対策の実現性（利用者の行動特性と取り締まりの可
能性）から、この結果が実態と一致するとは言えないが、一方で、これがこれらの施策の限界と
考えることは可能である。つまり、この状態でも依然として路上に残る 5,000台近くの車両に対
してはさらなる施策が必要であることが分かる。 
そこで、本項ではこれらの需要への対応を図ることを目的とし、先に示した施策①～③による
効果を検討した（図-2.8）。 
これらの結果より、大規模月極・専用駐車場の一時預かり化策、および荷捌き施設設置によっ
て、既存対策の実施後の路上駐車台数の 50％以上が削減可能であるのに対し、公共交通への転
換策による効果はそれほど大きくないことが分かる。 
【既存施設の有効活用策（単独実施）】　　　　　　　【ＴＤＭ】
・下段の数字は駐車不能台数
路上駐車車両（現状）
既存の駐車対策
・駐車場案内システム
・駐車違反取り締まりの強化
大規模月極・専用駐車場の
一時預かり化策
　
荷捌き施設の設置 路上駐車車両の公共
交通機関への転換策
　
（4,655台）
（2,170台）
（14,923台）
（2,298台）
（3,887台）
 
図-2.8  各種路上駐車対策の効果比較 
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一方、荷捌き施設設置と一時預かり化策を同時に実施すると、最終的には 20％程度の駐車需要
が一時的に路上に残される程度にまで改善される結果となったことから、複数施策のパッケージ
化が効果的であることも明らかとなった（図-2.9）。 
 
・下段の数字は駐車不能台数
【既存施設の有効活用策】
パッケージ化（併用）
大規模月極・専用駐車場の
一時預かり化策
　
荷捌き施設の設置
既存の駐車対策
・駐車場案内システム
・駐車違反取り締まりの強化
（４，６５５台）
（９３２台）
 
図-2.9  荷捌き施設とのパッケージ化策による効果比較 
以上のシミュレーション結果から、新たな施策の導入によって路上駐車台数を大幅に減少させ
る可能性が示されたと言えるが、一方で全ての施策が目論み通りに機能しても、路上駐車車両が
依然として存在することも明らかとなった。そのため、ここでは施設容量面からの駐車対策の方
向性を探るために、一時預かり駐車スペースの増加に伴う駐車不能（路上駐車）台数の変化をみ
たところ（図-2.10）、路上駐車を全て排除するためには、約 1,500 台分もの駐車スペースの増設
が必要であることが分かった。上記のパッケージ化策は概ね 620台程度の一時預かり駐車スペー
スを増加させた場合と同等の効果をもたらすことから、空間と財源の制約を勘案するならば、駐
車施設の整備だけでなく駐車スペースの効率的運用が極めて重要であることは明らかである 7)。 
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図-2.10  駐車不能台数削減効果に必要な駐車スペース
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(4) 路上荷捌き施設の効果的運用の検討 
前述のとおり、道路空間の有効活用には、直接・間接に路上を長時間占有する駐車への有効な
対策が必要であるであることが分かる。特に、道路空間を直接改善することを考えると、短時間
利用の荷捌き施設を導入し、アクセス機能を担保しつつ、長時間駐車需要を路外駐車場へ誘導す
る対策が効果的であると言える。例えば、現状のパーキングメータ、パーキングチケットが料金
の未払い、60分以上の不正利用により効率的に運用されていないことを勘案すると、利用可能時
間の異なる 2種類の荷捌き施設を導入することによって利用者ニーズへの対応も広がることは言
うまでもない。 
本シミュレーションモデルによるによる試算 8）でも、短時間（20分未満）対応と比較的長時間
(60 分未満)対応の荷捌き施設を併用することで 90％近いニーズへの対応が可能になるという結
果を得ている。詳細については第５章で述べる。 
 
 
2.5 まとめ 
本章では、実態調査データを用いたモデル構築により、道路の時間的・空間的有効活用の可能
性を検討した。得られた主な結果は以下のとおりである。なお、本章で例示したケーススタディ
の分析結果等については、第３章以降に改めて詳述する。 
1) 既存道路の内、主に通行機能を担う幹線道路（本ケーススタディでは都市高速道路）について、
維持管理費用の算出モデルによる試算結果から、利用者費用が 90％以上を占めおり、道路の維
持管理に着目することが重要な課題であること、時間的に継続した機能を確保することが重要で
あるとの視点が確認できた。 
その結果、もう１つの重要な視点として、 
2) アクセス機能に特化した都市内道路（都市街路）空間が路上駐車によって占有されることによ
って、その有効活用が阻害されていることから、路外駐車施設（路上も含む）整備とその効果的
運用を実現するための方策として、既存駐車スペースの有効活用、および路上荷捌き施設の設置
を検討した結果、沿道へのアクセスニーズを有する車両の駐車可能性を著しく向上させるととも
に、路上駐車台数が大幅に削減され、通行機能およびアクセス機能の大幅な改善が可能となるこ
とが示された。 
 
以上のことから、通行機能に特化した都市高速道路（高架道路）の時間損失を改善するための
維持管理方式とアクセス機能に寄与すべき一般都市内道路の空間的利用阻害を改善するための路
上駐車対策の検討が、既存道路の有効活用を可能にするとともに、都市交通問題改善にも十分貢
献し得ることが確認できた。 
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第３章 都市高速道路伸縮継手の損傷予測と維持管理方策の評価 
 
3.1 はじめに 
 阪神高速道路では昭和 39年に 1号環状線（土佐堀～湊町間：2.3km）が供用開始され、現在供
用延長が 225kmに達している。元来大阪を中心とする阪神地域の道路事情を緩和するためのバイ
パス機能に特化した自動車専用道路であったため、そのほとんどが高架橋形式で整備された。桁
と桁を繋ぐため設置されている伸縮継手は常に過酷な交通条件にさらされており、直接車と接触
するため、点検による損傷発見とその修繕が効果的に実施されなければ、通行機能が大幅に阻害
されかねず、大きな事故に結びつく危険も大きい。 
 路上の日常点検は、本線部 3回／週、ランプ部 1回／週を原則に実施されており、日常点検で
発見された損傷件数は 5年 10ヶ月間に約 34,400件である。1日約 16件、1日 14km走行して 1
件の損傷を発見することになる。その損傷内訳を見ると、「舗装」が約 22%（損傷ランクの最も
高い○Ａランクの 41%）、「伸縮継手」が約 14%（同 19%）となっている。このことから、特に舗装
と伸縮継手の損傷要因の分析とその特性に基づいた適切な維持管理が都市活動を支える道路機能
を維持するために極めて重要である。 
 道路の有効活用を図るための効率的維持管理は古くからの課題であり、1970年代には欧米諸国
において、データ分析に基づく指針の提案がなされた。例えば、AASHTO（American Association 
of State and Highway Transportation Officials）では、コンクリート舗装における伸縮継手のフ
ィラー材の標準仕様書作成 1)、わだちについての生成メカニズム分析とその対応についての仕様
書の作成 2)、橋梁における状況の評価マニュアル 3)などいち早く先進的な分析がなされた。一方、
我が国においてもそれらの動向を受けて様々な取り組みが検討されてきた 4)～7)。研究面でもアス
ファルト舗装の耐久性向上に関するもの 8）～12)から、構造要素を含む多様な視点へと移行してき
た。それらは、1) 損傷発生メカニズムとそれに関わる要因の分析、2) 巡回・点検システムと損
傷発見の関連に関する分析、3) 維持管理指数（MCI）を用いた補修計画に関するもの、4) ライ
フサイクルコスト（LCC）に着眼した補修計画に関するもの、5) 舗装の劣化過程に着目した分析
などに大別される。 
例えば 1)では、堤ら 13)が、交通量予測と、巡回による損傷データや過去の履歴などから損傷量
を推計するとともに、ファジィ性を考慮した最適補修モデルを構築し、維持管理計画を立案する
ための方法論について計画学的観点から論じている。 
2)の研究例として徳永ら 14)は、高架道路橋の苦情の大半が伸縮継手とその周辺部の騒音・振動
に関するものであることを明らかにするとともに、データ分析に基づいた維持補修の定期性と予
防的補修を勘案した計画立案の可能性を示唆している。また、上野ら 15)は、舗装のひび割れとわ
だち掘れによる損傷状況と大型車交通量などの要因との関連を明らかにするとともに、舗装の劣
化パターンを用いた数量化分析による損傷予測を試みている。 
3)に関して、内田ら 16)は、静岡県の道路データベースを基に、ひび割れ、わだち掘れ、平坦性
の損傷経年推移からMCIの予測式を作成し、県下全路線の補修計画を提案している。 
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近年、4)の LCCに着眼した研究も盛んで、例えば田村ら 17)は、予算制約下での LCC最小化を
前提としたヒューリスティックな修繕順位決定ルールを求める方法を提案している。また、三澤
ら 18)は、将来の交通需要変動を考慮し、遺伝的アルゴリズムを適用した道路修繕シナリオの最適
意志決定支援モデルを構築している。 
さらに、5)舗装の劣化過程に着目して、栗野ら 19)は、舗装の劣化過程に介在する不確実性が考
慮されていないことを指摘し、交通需要と自然的劣化の 2つの不確実性を考慮した最適補修モデ
ルを提示している。 
 これら既往研究のレビューから、伸縮継手は損傷件数が舗装に次いで多く、莫大な費用を要す
る大規模補修が定期的に実施されているにもかかわらず、その具体的な維持管理のあり方に向け
た研究が決して多くないことが改めて確認された。 
そこで、本章では、伸縮継手を対象として、補修や修繕注）による通行止めや通行規制による交
通サービスの低下を抑え、道路の通行機能向上を図ることを目的とし、効率的維持管理のあり方
を検討する。 
研究内容は、1) 阪神高速道路環状線の日常点検データと構造などのレーン属性データとを結合
させた損傷要因分析用ファイルの作成、2) 伸縮継手の損傷実態とその要因の分析、3) 数量化Ⅱ
類分析に基づいた損傷予測、特に損傷発生に至る危険性を示す閾値としての供用年数の提示、さ
らに、4) 損傷発生寄与率の高い条件整理による重点的点検方式の必要性の提案、であり 4つの主
要な内容を総合的に扱っている。 
注）全体の取り替えを「補修」、それ以外を「修繕」と称する。 
 
3.2 都市高速道路における点検システム 
(1) 点検の構成と手順 
点検業務は異常・損傷の早期発見に不可欠であるため、合理的かつ効率的なシステムが望まれ、
前述の既往研究でも主要課題の 1つであった。本節では、阪神高速道路における点検システムに
ついて簡単に概観する 20)。本節で示した図表は阪神高速道路公団から得たものを整理し、引用し
た。 
 点検は、1) 日常点検、2) 定期点検、および 3) 臨時点検で構成されており（図-3.1）、損傷の
程度により対処の仕方が決められている。すなわち、まず緊急性を判断し、緊急を要する損傷は
応急の修繕を行うか、補修を行うかの判断がなされる。緊急を要しない損傷は概ね、修繕がなさ
れることになる（表-3.1）。これらの工事が実施されたあとは、路線名、管理番号（レーン No.）、
所轄部署、車線区分、キロポスト、点検年月日、点検項目、判定（ランク）、損傷部品、損傷状況、
処置予定内容、指示内容などが記録される。 
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ＳＴＡＲＴ
日常点検 定期点検 臨時点検
臨時点検
(追跡点検)
臨時点検 or
応急補修
(追跡・詳細点検)
補修工法検討会
補修工事 補修工法検討会
管理台帳に記載
ＥＮＤ
損傷ランク
非緊急
緊急性の判断
臨時点検の要否
緊急補修工
緊急補修方
法の有無
臨時点検・応
急補修の要否
ＮＯ
ＹＥＳ
緊急
要
否
無
有
補修不要
否
要
補修要
補修の要否
補修方法の有無
有
無
 
 
図-3.1 点検から修繕・補修までのフロー 
表-3.1 標準的補修方法 21) 
損傷の種別 補修工法の標準的選定
本体の損傷および
目地周辺の損傷
Ａ　：全体取り替え（緊急補修）
Ａ　：全体取り替えまたは部分修繕
Ｂ　：部分修繕
後打ち材の損傷 後打ち材の修繕
段差
全体取り替え（修繕）
後打ち材の打ち替え（修繕）
床版補修、嵩上げ、薄層舗装（修繕）
遊間異常 全体取り替え床版修繕
漏水
止水ゴムの取り替え（修繕）
鋼製フィンガージョイントの止水化（修繕）
地覆の止水修繕
スノープラウによる損傷 誘導板の新設（修繕）  
 
 (2) 点検方法の概要 
阪神高速道路における伸縮継手に関する点検システムの概要は以下のとおりである。 
1) 点検方法 
点検区分、工種（対象）、点検頻度、および点検方法が決められており、車上からの目視を基
本としつつ、車上感覚（音、振動）、さらに必要に応じて簡単な計測も行われている（表-3.2）。 
注）・ここでは修繕と補修を一括して補修としている 
・（財）阪神高速道路管理技術センターからの資料を論文用に整理した 
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2) 損傷内容 
本体の損傷、異常音、取付け部の損傷、高力ボルトの損傷、床版遊間の良否、止水工の損傷な
どが代表的である。 
3) 点検結果の判定 
点検結果は、構造物の機能性、耐久性、および周辺環境への影響性といった損傷による影響度
として総合的に評価される。判定区分○Ａは、損傷が激しく道路構造物の機能低下を招き、安全か
つ円滑な交通の確保に支障をきたす恐れがあり、第三者への影響が大であると考えられるため、
緊急に補修の必要がある場合とされる。判定区分Ａは、損傷が著しく、早急に補修するか、また、
は修繕する必要がある場合であり、Ｂ判定区分は、状況に応じて修繕する必要がある場合である。
これら以外はＣ判定区分となる（表-3.3）。 
4) 補修・修繕の方法 
損傷の生じている部位と損傷の程度による標準的補修・修繕方法は表-3.3のとおりである。 
 
表-3.2 構造物点検の概要 
　点検種別 　点検区分 　工　種 　主な対象物 　点検頻度 　点検方法
１．日常点検 (1)路上点検 1)舗装 舗装、路肩 3回／週 ・車中から目視
2)伸縮継手 伸縮継手 　〃 ・車上感覚
3)附属構造物 路上排水桝、標識 1回／週 ・簡単な計測
4)高欄など 高欄部の内面 　〃
5)土工・トンネルなど のり面、トンネル 　〃
(2)路下点検 1)コンクリート構造物 高欄水切り、コンクリート桁 1回／月(陸上部),1回／年(海上部)
・徒歩による目視
・簡単な計測
2)床版 床版下面 　　　〃
3)鋼構造物 鋼桁、鋼製構造物 　　　〃
4)附属構造物 伸縮継手、配水管、遮音壁 　　　〃
(3)検査路点検 1)コンクリート構造物 検査路のコンクリート桁 1回／6ヶ月(陸上部),1回／月(海上部)
・検査車中から目視
・検査車感覚
2)鋼構造物 検査路両側の鋼床版 　　　〃 ・簡単な計測
3)附属構造物 検査路本体 　　　〃
(4)土工部点検 1)のり面 植生のり面 1回／月 ・徒歩による目視
2)排水施設 のり面排水施設 　〃 ・簡単な計測
3)トンネル 覆工、内装版 1回／2ヶ月
4)カルバート カルバート 　〃
２．定期点検 (1)上部工点検 1)コンクリート桁 コンクリート桁 1回／(5～7年) ・接近目視
2)鋼桁 鋼桁、鋼床版 　　〃 ・簡単な計測
3)床版点検(Ⅱ) 鋼桁のコンクリート床版、ＰＣ桁の合成床版 　　〃
4)高欄・水切り 高欄外面、水切り部 　　〃
5)はり上構造物 はり上構造物(鋼桁端部等) 　　〃
(2)下部工点検 1)コンクリート橋脚 コンクリート橋脚 1回／(5～7年) ・接近目視
2)鋼製橋脚 鋼製橋脚 　　〃 ・簡単な計測
3)床版点検(Ⅰ) 床版点検(Ⅱ)で判定ランクＢ以上に判定された未補修のもの 　　〃
4)はり上構造物 はり上構造物(鋼桁端部等) 　　〃
(3)土工部点検 1)のり面 植生のり面 1～2回／年 ・接近目視
2)排水施設 のり面排水施設 　　〃 ・簡単な計測
3)トンネル 覆工、内装版 1回／(5～7年)
4)カルバート カルバート 　　〃
(4)舗装 アスファルト舗装 1回／(1～2年) ・自動測定装置
　　個別点検 (5)標識点検 標識、桁添加の柱 1回／(2～7年) ・接近目視
(6)構造物沈下測定 橋脚、橋台、擁壁 1回／(5～7年) ・水準測量
３．臨時点検 必要に応じて  
注）（財）阪神高速道路管理技術センターからの資料を論文用に整理した。 
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表-3.3 日常点検の判定区分 
判定区分
点検項目
舗装で扱う
ものとする。
①本体の一部または
　全部が破損し車両
　走行の支障となる。
①本体の一部または
　全部が破損し車両
　走行の支障となら
　ない。
①本体の一部に軽度な
　損傷がある。
②本体の一部または
　全部が破損し飛散
　の恐れがある。
②本体の一部に破損
　はあるが、飛散の
　恐れはない。
②ボルトキャップの
　紛失。
③取り付けボルトが
　破損し、飛散の恐
　れがある。
③取り付けボルトの
　破損がある。
④目地材およびシー
　ルドゴムの脱落が
　あり、路下に傷害
　となる恐れがある。
④目地材およびシー
　ルドゴムの脱落が
　あるが、路下に傷
　害はない。
異常音 大きなたたき音があ
る。
たたき音がある。
①取付部に著しいは
　く離跡、陥没があ
　り車両走行に支障
　がある。
①取付部に、はく離
　跡や陥没があり、
　車両走行位置に位
　置する。
損傷はあるが、車両
走行位置に位置しな
い。
②取付部に、はく離、
　浮き、面状ひび割
　れがあり飛散の恐
　れがある。
②取付部に、ひび割
　れがあり、車両走
　行位置に位置する。
①フェースプレート
　に刃折れなど著し
　い損傷があり、車
　両走行の支障また
　は飛散の恐れがあ
　る。
②フェースプレート
　に刃折れなどの損
　傷があるが車両走
　行の支障または飛
　散の恐れはない。
フェースプレートの
ボルトのゆるみが数
箇所見られる。
②フェースプレート
　のボルトの破損が
　著しく車両走行の
　支障または飛散の
　恐れがある。
②フェースプレート
　のボルトのゆるみ
　が多数あるが、車
　両走行の支障また
　は飛散の恐れはな
　い。
異常音 大きなたたき音があ
る。
たたき音がある。
①取付部に著しいは
　く離跡、陥没があ
　り車両走行に支障
　がある。
①取付部に、はく離
　跡や陥没があり、
　車両走行位置に位
　置する。
損傷はあるが、車両
走行位置に位置しな
い。
②取付部に、はく離、
　浮き、面状ひび割
　れがあり飛散の恐
　れがある。
②取付部に、ひび割
　れがあり、車両走
　行位置に位置する。
止水材 止水材の飛び
出しおよび損
傷
止水材の飛び出しま
たは損傷があり、車
両通行および路下に
傷害となる。
止水材損傷はあるが、
車両通行および路下
に傷害はない。
　Ａランク Ａランク Ｂランク
伸
縮
継
手
本体の損傷
取付部の損傷
鋼製ジョイント 本体の損傷
取付部の損傷
簡易ノージョイント(NJ)
突き合わせ型ジョイント
　
荷重支持型ゴムジョイント
その他鋼製ジョイント以外
のジョイント
工種 対象構造物
 
注）（財）阪神高速道路管理技術センターからの資料を論文用に整理した。 
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3.3 伸縮継手の種類と損傷実態 
(1) 伸縮継手の種類とその特徴 
 阪神高速道路全路線(20,169レーン)における伸縮継手の施工割合は図-3.2のようであり、それ
ぞれ次のような特徴がある 20)。 
ゴムジョ
イント,
29%
突き合わ
せジョイ
ント, 4%
簡易鋼製
ジョイント,
4%
ノージョイ
ント, 20%
ダミージョ
イント, 4%
その他,
1%
鋼製ジョ
イント,
38%
 
図-3.2 伸縮継手の種類別設置状況（全路線） 
① 鋼製ジョイント：鋼材組み立て構造で直接輪荷重に耐える構造で、伸縮量 25mm～200mmの
長いスパンの橋梁に多く使用されている。 
② 簡易鋼製ジョイント：鋼製ジョイント本体の軽量化、施工時の簡素化およびコスト削減を図っ
た鋼製櫛形のものである。 
③ ゴムジョイント：各種形状のゴム材と鋼材を組み合わせて輪荷重を支持する構造であり、概ね
伸縮量 25mm未満の短いスパンの橋梁に使用される。ゴム材は移動量に追随するが、耐久性の
面で劣る。 
④ ノージョイント：埋設ジョイントとも呼ばれ、床版や主桁を連結することなく、突合わせ目地
構造の伸縮部を橋面に出さないで、連続舗装されたアスファルトなどの変形によって伸縮をと
らせる構造である。伸縮量が 20mm程度の小規模スパンの橋梁に採用される。 
⑤ ダミージョイント：既設単純桁の床版、横桁、及び主桁の一部、もしくは全体を連結して、結
果的に伸縮継手を撤去したものである。 
⑥ 突合わせジョイント：舗装施工前に設置する突合わせ目地構造である。施工性および経済性が
良く、伸縮量 10～25mmに用いられていたが、樹脂コンクリートと床版コンクリート材料の弾
性差による割れのため、最近あまり用いられない。 
 
(2) 伸縮継手損傷実態 
 (1)で示した各種のジョイントの損傷状況の分析には、全路線における 5年 10ヶ月分（1998.1.4
～2003.10.31）の日常点検データを、交通量などの要因に対応する必要から損傷を走行レーン単
位（概ね、幅 3m～4m×長さ 20m～60m）に再整理したデータベースを用いた（図-3.4参照）。 
 次に、車線別の発生状況をみると、伸縮継手本体の損傷のうち、破損(33%)と異常音(26%)で全
体の 6割近くを占めている。しかも、この 2つの損傷で判定区分○Aの約 51%を占めている。件数
の多さ、および損傷程度の重さから、その重要性が分かる（図-3.3）。 
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対象とした 20,169箇所の伸縮継手のうち、当該期間（5年 10ヶ月）に損傷が認められた件数
は 4,947 件である。路線別件数では池田線が最も多く、次いで松原線、東大阪線、および環状線
と続いている。しかし、単位路線長当たりでみると、東大阪線が最も高く、環状線、池田線、お
よび松原線となっている。東大阪線および環状線が高くなっているのは、これらの路線は他の路
線に比べ 3～4車線といった多車線の区間延長の長いことが一因と考えられる。なお、全路線にお
ける損傷の出現率は 4.2％／年（○Aランクに限れば 0.3％／年）となる。 
表-3.4 路線別損傷件数 20) 
路線名 Ａ Ａ Ｂ 総計 路線長 損傷率
池田(空) 63 1,097 395 1,555 14.2 0.76
松原 37 823 62 922 12.1 0.52
東大阪 131 388 46 565 12.5 1.80
環状 68 379 43 490 10.3 1.13
堺 31 386 54 471 13.4 0.40
守口 8 146 68 222 10.8 0.13
神戸西宮 79 59 138 25.3 0.00
大阪西宮(大) 7 78 39 124 7.0 0.17
湾岸(湾) 11 64 67 100 35.7 0.05
大阪港 6 57 11 74 10.9 0.09
湾岸(海) 29 42 71 14.3 0.00
西大阪 55 13 68 3.8 0.00
湾岸(岸) 13 36 49 5.8 0.00
大阪西宮(兵) 14 14 28 7.0 0.00
北神戸 2 10 11 23 7.3 0.05
湾岸(垂) 3 3 1.2 0.00
森小路 2 2 1.3 0.00
総計 364 3,618 965 4,947 192.9 0.32
（件） （ｋｍ） （件／年・
判　　定　　区　　分
 
 また、主な損傷の内容をみると、破損、および異常音・不良音が件数も多く、損傷の程度も大
きくなっている（図-3.3）。 
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図-3.3 主な損傷の内容 
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次に、車線別の発生状況をみると 2車線区間が全体の 8割を占めている。中でも走行車線の損
傷が追越車線の 1.5倍と多く、その比率は損傷程度に関わらず同様である（表-3.5）。これは、大
型車交通量の多さや出入部での加減速の頻発によると考えられる 20)。一方、多車線区間での損傷
件数は全体の 10%程度であるのに対して、○A判定の割合は約 14％と 2 車線区間の 2 倍近くにな
っている。しかしこれは、多車線区間の多くが交通量（特に大型車交通量）の多い環状部である
ことに加えて、環状線の供用年数が長いことによるものと推察できる（表-3.6）21)。 
 
表-3.5 車線別損傷区分別発生状況 20) 
A A B 総計 構成比（％）
走行車線 158 1,758 467 2,383 48.2
追越車線 106 1,199 226 1,531 30.9
構成比（％） 7 76 18 100
第1車線 31 136 46 213 4.3
第2車線 10 97 31 138 2.8
第3車線 16 66 17 99 2.0
第4車線 20 81 9 110 2.2
構成比（％） 14 68 18 100
その他 23 281 169 473 9.6
総計 364 3,618 965 4,947 100
構成比（％） 7.4 73.1 19.5 100
判定区分（件）
多車線
道路
2車線
道路
車線
 
 
表-3.6 交通関連データ 
交通量 大型車交通量 占有率 平均速度
（台／日） （台／日） （％） （km/h）
環状線 25,314 4,261 9.7 66.7
全路線 15,311 2,914 4.9 78.3
路線
 
 
 
3.4 損傷関連要因と損傷率 
(1) 関連要因データ 
 データの名称と内容は次のとおりである。 
① 属性データ：車線区分、表層舗装種別、表層舗装年次、平面線形、縦断勾配 など 
② 上部構造データ：竣工年次、桁区分、床版種別、桁種別、床版厚 など 
③ 伸縮継手資産データ：竣工年次、伸縮継手種別、伸縮継手型式 など 
④ 伸縮継手補修歴データ・・・1998年～2002年までの補修記録  
⑤ 日常点検データ：1998.1.4～2003.10.31までの 5年 10ヶ月分のレーン損傷データ（キロポス
ト、点検年月日、判定区分、損傷状況） 
⑥ 交通量データ：日交通量、大型車交通量、平均占有率、平均走行速度（2003.6.17観測値） 
 なお、①～⑤までのデータについては最小単位であるレーン単位（概ね、幅 3m～4m×長さ 20m 
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  ～60m：図-3.4）で整備されている。しかし⑥については検知器設置箇所データを、次の出入
りがあるまで同一と仮定して対応させた。これらの損傷要因データに、日常点検で発見された
損傷に関するデータを付加して損傷ファイルを作成した。 
レーン レーン 第1車線
レーン レーン 第2車線
レーン レーン 第3車線
レーン レーン 第4車線
：伸縮継手
レーン：伸縮継手と伸縮継ぎ手の間の部分（車線単位）
進行方向
 
図-3.4 データ単位としたレーンの考え方 
 
(2) 損傷指標（損傷率） 
 分析に用いた損傷要因ファイルは、環状線を除く全路線データ(5,771 レーン)と環状線データ
(1,159レーン)分である。ただし、件数 20件未満のデータは精度面から除いた。構造などの各要
因別レーン当たりの年間損傷件数を式-(1)により算出した（図-3.5）。 
 ｒｄ＝ＮＫ／ｎｌ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
  ＮＫ＝Ｎｔ×ｋ 
   ｒｄ：損傷率（件／年・レーン） 
   ＮＫ：年間換算損傷件数（件） 
   Ｎｔ：損傷件数計（件） 
   ｎｌ：レーン数 
   ｋ ：日常点検データ収集期間の年換算係数（＝12／70） 
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図-3.5  路線別条件別損傷率 
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その主な特徴は以下に示すとおりである。 
① 桁区分による損傷率  
全路線では大きな差はないが、環状線では PC 桁の損傷率が高い。この理由として、伸縮継手
の設置からの経過年数が長いこと、環状線では損傷率の高い箱桁と H桁の施工割合が他区間に比
べて高い（51％：他区間 43％）ことなどが考えられる。 
② 伸縮継手種別による損傷率 
 伸縮継手の種類によって損傷率は大きく変化しており、特にゴムジョイントの損傷率が高くな
っている。このことは全路線に共通しているが、環状線でより顕著である。 
③ 平面線形による損傷率 
 直線部でやや損傷率が高くなっているが、その理由は曲線部に比べ速度が高いことによると考
えられる。 
 
以上の結果から、環状線とそれ以外の全路線で要因別の傾向に大きな差異はみられないこと、
環状線の損傷率が 2～4倍高いことから、以降の分析ではデータ量の多い環状線を対象とする。 
 
(3) 要因別損傷率 
 各要因の最大損傷率を示したカテゴリーの損傷率を比較すると、その大きさに明らかな差がみ
られる。そこで、このような要因とカテゴリーの組み合わせによる損傷発生頻度の違いを明らか
にするために、以下では半数以上を占める鋼製ジョイント(417 レーン)とゴムジョイント(226 レ
ーン)の合計 610レーンを対象として、構造と利用状況の両面から詳細に分析することとする。 
 
1) 構造面からみた損傷要因 
① 最大主桁間隔 
 ゴムジョイントの場合、最大主桁間隔が長い程損傷率は高くなる傾向がみられ、特に 3.5ｍ以上
になると急激に損傷率が高くなっていることが分かる（図-3.6）。 
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図-3.6 最大主桁間隔別損傷率 
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② 主桁継手材種 
鋼製ジョイントでは、等級の低い F8T と F9T とで損傷率にほとんど差がみられないのに対し
て、等級の高い F11Tの損傷率は低い（図-3.7）。ゴムジョイントでは、F9Tおよび F11Tが用い
られることが少ないため、継手材による違いを明確に結論できないものの、F8Tとの組み合わせ
が著しく高い損傷率を示していることは注目に値する（表-3.7）。 
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図-3.7 主桁継手材種別損傷率 
表-3.7 伸縮継手種別主桁継手材種別の施工実績
F8T F9T F11T
ゴムジョイント 20 4 2 26
鋼製ジョイント 141 99 127 367
総計 161 103 129 393
（レーン）
主桁継手材種 総計伸継継手種別
 
③ 桁区分 
 鋼製ジョイントのほとんどは鋼桁であるため、鋼桁および PC 桁のいずれにも用いられている
ゴムジョイントを対象に、桁区分による損傷率の差異をみたところ、PC桁（0.201件／年・レー
ン）と鋼桁（0.232 件／年・レーン）にほとんど差がないことから、桁区分による影響は少ない
ものと考えられる。 
④ 最大張出長 
張出長とは主桁間隔から橋軸直角方向への張出部分の長さのことであり、横方向のたわみに影
響するため伸縮継手の損傷に関与し得る可能性がある。1.5ｍ以上の張出は主として箱桁や I桁な
どの鋼桁に用いられる鋼製ジョイントの場合にはほとんどみられないが、多様な桁種別に用いら
れるゴムジョイントの場合には比較的多い。そこで伸縮継手種別に最大張出長と損傷率との関係
をみると図-3.8 のようである。継手種別にかかわらず最大張出長が長くなると損傷率は高くなる
傾向を示した。そこで、損傷回数をみたところ、鋼製ジョイントに比べゴムジョイントは 0回（損
傷無し）の割合が低く、1～3回、および 4回以上の割合が高い。すなわち、ゴムジョイントは損
傷も多く、かつ損傷を繰り返すことで損傷率が高くなっていると言える（図-3.9）。 
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図-3.8 最大張出長別損傷率       図-3.9 伸縮継手種別平均損傷回数構成比 
 
⑤ 最大主桁間隔と主桁継手材種 
 ①と④より、ゴムジョイントで最大主桁間隔 3.5ｍ以上、かつ最大張出長 1.5ｍ以上の場合の損
傷率の高いことが示された。そこで、その原因を探るために最大主桁間隔と主桁継手材種の関係
をみることにした（表-3.8）。最大主桁間隔 3.5～4.0ｍ未満に着目すると、鋼製ジョイントでは等
級に関わらず高力ボルトが用いられているのに対し、ゴムジョイントでは等級の低い F8Tがかな
り多い。このことから、最大主桁間隔よりも、主桁継手材種の種類が損傷発生に大きく寄与して
いるものと考えられる。 
表-3.8 主桁継手材種別最大主桁間隔別レーン数 
3.5m
未満
3.5～
4.0m未満
4.0m
以上
F8T 20 20
F9T 4 4
F11T 2 2
小計 0 26 0 26
F8T 1 96 44 141
F9T 84 15 99
F11T 66 51 10 127
小計 67 231 69 367
67 257 69 393
（レーン）
最大主桁間隔ランク
総計
総計
ゴム
ジョイント
鋼製
ジョイント
伸縮
継手
種別
主桁
継手
材種
 
 
⑥ 補修履歴からみた主桁継手材種の施工割合 
 補修時に施工されていた継手材種のうち、鋼製ジョイントでは 15年以上前には等級に大きな偏
り無く採用されていたが、最近では F11T が多く用いられており、ゴムジョイントでは年次に関
係なく等級の低い F8Tが多く用いられていることが分かる（表-3.9）。このことからも、主桁継手
材が損傷率に大きく影響していると考えられる。 
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表-3.9  最終補修後経過年数別継手種別施工割合 
15年未満 15年以上
7 13 20
64 87 77
2 2 4
18 13 15
2 0 2
18 0 8
小計 11 15 26
12 129 141
19 42 38
4 95 99
6 31 27
47 80 127
75 26 35
小計 63 304 367
74 319 393
上段：レーン数　　下段：構成比（％）
総計最終補修からの経過年数主桁継手材種
総計
F8T
F9T
F11T
F8T
F9T
F11T
ゴム
ジョイント
鋼製
ジョイント
伸継継手
種別
 
 
2) 利用状況からみた損傷要因 
① 車線別交通量 
 両端部車線で損傷率が高いのに対して、交通量は中央部車線で多いことから（図-3.10）、交通
量と損傷率に直接的な関係は認められない（図-3.11）。 
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図-3.10 車線量別損傷率 
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図-3.11 交通量別損傷率 
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② 大型車交通量 
一方、大型車交通量の増加に伴って損傷率は高くなることから、大型車の損傷への影響が認め
られる（図-3.12）。 
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図-3.12 大型車交通量別損傷率 
③ 大型車混入率 
大型車混入率の増加に伴って損傷率は高くなることから、ここでも大型車の損傷への影響が認
められる（図-3.13） 
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図-3.13 大型車混入率別損傷率 
④ 速度 
 速度上昇につれて損傷率は低く、一般的な物理則に反する結果となった（図-3.14）。しかし、
これには大型車交通量などの影響が関与しているものと考えられ、速度指標のみによる評価は適
当ではない。速度と大型車混入率の相関係数を検定すると 1％で有意となり、速度に相関がある
と言える。すなわち、大型車の混入による、速度の低下と損傷率の増大の関係が明らかとなった。 
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図-3.14 速度別損傷率 
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3.5 損傷予測に基づく管理方策とその評価 
(1) 損傷履歴からみた損傷率 
 ここでは個々の直接的な損傷原因ではなく、結果として発生した損傷の履歴を分析し、損傷予
兆の有無とその特性について検討する。なお、ここで「補修」とは前述（3.1 参照）のように、
伸縮継手の新規設置と取り替えのことである。 
1) 補修からの経過年数 
 先の条件別損傷状況で、ゴムジョイントの損傷率は鋼製ジョイントの 4倍程度であったが（図
-3.5参照）。しかし、供用年数との関係が明確でないのに対して、鋼製ジョイントは補修から概ね
15 年を経過すると次第に損傷率は高くなっており、重点点検などへの重要な情報と言える（図
-3.14）。一方、ゴムジョイントについては供用年数との間に明確な傾向がみられないため、損傷
メカニズムに関する詳細検討が必要である（(2)参照）。 
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図-3.14 補修からの経過年数別損傷率 
2) 損傷履歴 
1)で示したようにゴムジョイントは供用年数との関係が不明確であったが、同一ジョイントで、
損傷を繰り返す傾向が有ることが分かった（図-3.9 参照）。そこで、同一レーンで 4 回以上損傷
が繰り返された 24 レーンについてその損傷の経過をたどってみると、補修からの経過年数の長
い損傷では、破損→異常音・不良音、異常音・不良音→異常音・不良音、異常音・不良音→破損
の 3 パターンで大半を占めた。また、それらは同時に 3、4 件と見つかる場合が多いことから、
①特に異常音に留意し、②複数損傷の原因となりやすいボルト、および周辺部の舗装に注意する
ことが重要であると言える。なお、経過年数の短い損傷の場合には、段差→異常・不良音、浮き
→異常音・不良音が 2件、取付けコンクリートはく離・欠落、破断、ボルトナット緩み、異常音・
不良音が各 1件とサンプルは少ないものの、施工関係の要因が中心となっているようである。 
 
(2) 各要因の損傷発生への影響 
これまでの分析で、鋼製ジョイントとゴムジョイントの損傷発生に違いが認められたことから、
各々の損傷に対する影響要因とその程度を考察するために、損傷の有無を外的基準とした数量化
Ⅱ類による分析を行った。結果は表-3.10に示すとおりで、要因間の独立性は 1％で有意であった。
また、的中率は鋼製ジョイント 76％、ゴムジョイント 65％と概ね良好であった。なお、環状線
データのうち、件数の少ないカテゴリー、不明データ、および相関の高い説明変数の組合わせを
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除いた結果、有効データ数は鋼製ジョイント（簡易鋼製ジョイントを含む）552、およびゴムジ
ョイント 184レーンであった。経過年数は、最終補修（竣工）から最終点検データ（2003年 10
月）までとした。 
 これより、共通する損傷要因として「大型車交通量」および「最終補修からの経過年数」、また、
鋼製ジョイントに影響の大きい要因として「最大主桁間隔」、さらにゴムジョイントでは「縦断
勾配」が挙げられる。 
次に、この記述モデルにこれまでのデータを当てはめ、最終補修からの経過年数を政策変数と
して、5年毎の損傷発生の有無を判別し、その累積曲線を描くと図-3.16のようである。 
 
表-3.10  伸縮継手種別にみた損傷要因に関する数量化Ⅱ類分析結果
レーン カテゴリースコア レンジ レーン
カテゴリー
スコア レンジ
～4,000台／日未満 219 0.066 63 0.351
4,000～5,000台／日未満 195 0.140 48 0.229
5,000台／日以上 138 -0.302 73 -0.453
直線 290 -0.180 74 -0.038
曲線 206 -0.135 96 -0.025
緩和曲線 56 1.429 14 0.372
下り 397 -0.242 122 0.583
上り 155 0.619 62 -1.147
～2.5m未満 39 -3.064 122 -0.183
2.5m以上 513 0.233 62 0.360
～15年未満 232 0.138 68 0.037
15～20年未満 280 -0.077 92 0.267
20年以上 40 -0.262 24 -1.130
1.397
（2位）
要因 カテゴリー名
鋼製ジョイント ゴムジョイント
0.804
（3位）
0.409
（5位）
1.730
（1位）
0.543
（4位）
最終補修
からの
経過年数
0.400
（5位）
大型車
交通量
平面
線形
縦断
勾配
最大主桁
間隔
0.442
（4位）
1.609
（2位）
0.861
（3位）
3.297
（1位）
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（注）　構成比：損傷有りレーン×100(%)／該当レーン
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図-3.16 損傷予測結果 
 
これより、鋼製ジョイント（平均経過年数：12.9年）で損傷有りと推計されるレーンの割合は、
5 年後で 19.9％、10 年後には 53.1％となる。その後は、補修からの経過年数が比較的短い簡易
鋼製ジョイント（平均経過年数：6.7 年）の損傷が徐々に現れるために緩やかになっている。一
方、ゴムジョイント（平均経過年数：13.9 年）では、10 年後に 95.7％とほとんどのレーンに損
傷が発生するものと推測されることから、いずれも新設（補修）後、概ね 20 年が損傷発生の閾
値とみなせるようである。 
 50 
(3) 点検方法と事故発生予測 
  阪神高速道路では、路面舗装（伸縮継手を含む）に関する事故事例は、平成 11年度から平成
16年度の 6年間に 14件発生している。日常点検によって 5年 10ヶ月の間に発見された、路面
舗装に関する損傷件数は約 12,430 件となっている。また、点検に要する年間費用は約 4 億 3千
万円程度である。これらの現状の実績値をもとに、次に示すいくつかの仮定の下で事故発生件数、
点検費用を推計した結果が表-3.11である。 
   【仮定】 ・事故は損傷発生後 1日後に起こる 
        ・損傷は一様分布で発生する 
          ・点検費用は点検回数に比例する 
          ・定期点検は 3日間で実施する 
表-3.11  点検方法と事故発生件数の推計 
点検方法 点検頻度 損傷件数（①）
見落とし件数
（②） 見落とし率 事故発生件数 点検費用
日常点検のみ 3回／週 (7,306) (57.1) 2.8 4億3千万円
日常点検のみ 7回／週 (0) (0.0) (0) (10億3百万円)
定期点検のみ 1回／6年 (12,768) (99.9) (4.9) (827万円)
(6年間累計) (件／6年) ②×100(%) （件／年） （年間）
①
(注) （　）内は推計値
(12,786)
 
 
これをみると、あくまで概算であるが、事故をゼロにするためには現状の点検費用の 2倍以上
が必要であり、日常点検を止めて定期点検のみにすると、点検費用は概ね年間 1千万円以下です
むが、事故は現状の 2倍近く発生すると推計できる。 
 
 
3.6 まとめ 
 本研究で得られた主な知見は以下のとおりである。 
① 伸縮継手の損傷に影響を及ぼしている要因、およびその度合いを明らかにすることができた。 
② 補修から 15年を過ぎると損傷率は徐々に高くなるが、鋼製ジョイントはゴムジョイントに比
べて小さい。また、主桁継手材種によって損傷率は大きく変化することから、F11T など等級
の高い高力ボルトの使用が損傷予防に効果的であることが分かった。 
③ ゴムジョイントの場合、補修後 20年を過ぎると急激に損傷率が高くなり、補修（取り替え）
の目安と言える。ただし、主桁継手材種による影響については、さらにデータの蓄積が必要で
あることが分かった。 
④ 損傷の繰り返しが損傷率を高めているが、その原因（施工や修繕方法、部材の脆弱性など）を
確定するためには、さらに詳細な分析が必要であることを明らかにした｡ 
⑤ 数量化Ⅱ類分析で、継手種別損傷への影響程度を説明することができ、比較的高い的中率で損
傷発生の予測が可能であることが分かった。 
以上の知見を踏まえ、伸縮継手に関する効率的な維持管理を実現するためには、表-3.12に整
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理した条件に対応した点検計画、およびボルトとその周辺部における異常音などの優先的点検項
目の整理からなる重点点検方式の導入が効果的であるという結論を得た。 
 
表-3.12  重点点検を要する各種条件 
経過年数 履歴
最大主桁間隔  ：2.5ｍ未満
主桁継手材種  ：Ｆ8Ｔ、Ｆ9Ｔ
最大主桁間隔  ：3.5ｍ以上
最大張出長     ：1.5ｍ以上
縦断勾配         ：上り
---
損傷履歴
有り
履歴伸縮継手
種別
構造要因 交通要因
鋼製
ジョイント
ゴム
ジョイント
 大型車交通量
（5,000台/日以上）
20年
以上
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第 4章 経営採算評価モデルの構築と駐車場成立条件の評価 
 
4.1 はじめに 
大都市、とりわけ都心部においては自動車交通が増加し、その大部分は駐車を伴うことになる
が、一方で駐車施設整備の遅れと利用者ニーズと合致しない施設管理、さらには駐車違反取り締
まりの困難性から路上駐車による道路空間の占有が慢性化し、歩行者や自転車を含む交通安全の
阻害、防災機能の低下、環境や景観の悪化の拡大などといった悪循環に陥っている。すなわち、
都市交通計画において路上駐車の解消が喫緊の課題となっていると言っても過言ではない。この
ことは、前述のように、通行機能のみならず、都市の道路空間、特にアクセス機能が阻害される
ことになるため、本論文の目的である道路空間の有効活用を図る上で、路上駐車の排除は不可避
の課題と位置づけられる。 
このような路上駐車問題に対し、国および地方自治体においても対策の強化が進められ、中で
も付置義務条例の適正化と適用都市拡大による駐車場整備、助成制度の拡充による路外駐車場の
整備促進といった施策によりその具体化が図られている 1),2),3)。 
我が国の設置主体別の駐車場整備状況をみると、容量では約 8割が民間の届出駐車場であるこ
とからも明らかなように、駐車場整備は主として民間によって進められてきた。しかし、駐車違
反取り締まりの困難性と駐車需要の路上への逸走（平成 14年瞬間路上駐車台数：9.4万台）4)と
いう背景に加えて、駐車場に対する助成制度も十分とは言えず、いきおい民間駐車場の経営は悪
化し（昭和 61年、62年一時預かり駐車場の 1日平均利用率：46％（北船場）～53％（南船場））
5)、最近に至ってもほとんど改善されておらず、大阪市内 10地区における一時預かり駐車場の利
用率はピーク時平均でさえ 55％にすぎない（コイン式：計 94 箇所、2,126 台分、一時預かり駐
車場（コイン式を除く）：計 52箇所、2,413台分：平成 15年調査）（図-4.1）。また、巷間よくみ
られるように、コイン式の駐車場は他の用途への転換が多く、駐車スペースとしては一時的なも
のに過ぎず、地域的にみた駐車スペースの安定的容量確保が課題となっていると言える。 
このように、路外駐車場は種々の駐車対策の前提に位置づけられるものである。そこで、本章
では、路上駐車車両の受け皿としての路外駐車場の確保による道路の走行機能、アクセス機能の
向上を目的とする。そのために、どのような条件下であれば路外駐車場の採算性が成立するのか
を検討する。 
研究内容は、1) 駐車場の経営採算モデルを構築し、2) モデルにおける感度分析により、助成
制度を含めた駐車場の採算性に基づく成立条件を考察し、3) 安定した駐車場容量の確保による路
上駐車の削減に向けた駐車対策の方向性を導くことである 7)～14)。 
なお、本章で対象とする駐車場とは路外駐車場（以下、駐車場と略す）であり、道路の機能に
駐車は含まれていないことから、特に断らない限り違法、合法にかかわらず路上駐車と称するこ
ととした。また、大阪市の都心部（中央区、北区、西区）の駐車実態を基礎に述べることとする
が、モデルの分析結果については、パラメータの感度分析を行うことで他の地域にも適用可能と
なるよう留意した。 
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0
10
20
30
40
50
60
70
80 利用率（％）
コイン式 23 33 46 55 60 64 70 70 65 59 56 56 55 55
駐車場（コイン式以外） 23 27 33 38 39 40 41 40 41 40 39 40 36 37
計 23 30 39 46 49 51 55 54 52 49 47 47 45 45
8:00 9:00 10:00 11:00 12:00 13:00 14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 平均
 
図-4.1 大阪市内の駐車場利用率 6) 
 
 
4.2 駐車場の経営採算評価モデルの構築 
  駐車違反を取り締まるためには、違反車両の受け入れ先、すなわち駐車場を確保しておかね
ばならない。しかし、駐車場の安定供給には採算性に基づく各種の成立条件が存在するため、駐
車場経営の実態を把握し、モデル構築による採算性とその条件の関連を把握する必要がある。 
 
(1) モデルの構造 
駐車場の経営状況を再現するために、考慮に入れなければならない要素は多岐にわたっている。
主なものだけ列挙しても、実情に即した駐車場の管理・運営実態、国・府県・市町村それぞれの
税制度、資金調達と返済、建築にかかる各種規制・制度、国および自治体における各種助成制度、
収支に基づく会計制度などが複雑に関連している。そのため、これらの要因を組み込んだモデル
が必要となる。しかし、国は駐車場整備を前提とした位置づけから、その際の算出基準は毎年の
収入と支出を固定した計算式のみの収支計算としており、収支に係る費目が十分考慮されていな
い。また、自治体は補助対象としての要件を構造や規模、および運営形態のみに絞っており、採
算性に言及していないのが現状である。一方、駐車場機械メーカーは販売の観点から収入と支出
のみの計算式にとどまっていることから、いずれも、長期間にわたる収支状況をシミュレートす
ることは困難と言える。 
本モデルの特徴は駐車場建設にかかる各種の都市計画にかかる規制、資金調達と返済、収入、
支出に伴う税金の支払い、各種の助成制度などを細部に至るまで取り込むとともに、駐車場の構
造形態、土地の保有形態別に、地価、駐車料金、物価などの変動、駐車場の運営形態などをパラ
メータにすることで経年別の収支状況をシミュレートし、感度分析を可能にしたことにある（図
-4.2）。また、駐車場経営の実態調査、ヒアリング調査から得たデータを取り込むことで、より実
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用性の高いモデルを目指した。 
 
　　　パラメータの設定１ 　　　パラメータの設定２
・駐車場規模（容量ｏｒ面積） ・駐車場形態別建設費、設備費
・駐車場利用率 ・台当たり駐車場面積
・駐車料金（一時預り、月極）、及びその上昇率 ・台当たり駐車場建設費
・営業時間、営業日数 ・駐車場形態別設備費／建設費
・地価、人件費及びその上昇率 ・駐車場形態別単位面積当たり人件費
・駐車場形態 ・駐車場形態別台当たり管理費
（平面式、２層式、機械式、建物式）
・土地の保有形態（自己保有、購入）
・建蔽率、容積率 　　助成制度の選択
・運用形態（一時預り、月極、併用） ・有料道路融資事業
・管理形態（有人・無人、機械の有無） ・ＮＴＴ－Ａタイプ
・資金調達方法、返済年次、借入金利） ・交通安全事業
・計算年次 ・道路開発資金
・固定資産税の減免　等
（駐車場形態）
初期費用の計算
建設費・設備費の計算
（運営形態）
経年変化パラメータの計算
　　　収入の計算
・一時預りスペース部分
・月極スペース部分
・月極スペース部分の空きスペースの一時預り利用
・助成額
　　　支出の計算
・減価償却費（定率法で計算）
・支払利息（初期費用、一時借入金）
・経営経費（維持・管理費、人件費、建物・機械
　火災保険料、ガレージ保険料）
・税金
　国　　：法人税、不動産登録税
　府県　：法人府民税、事業税、不動産取得税
　市町村：固定資産税、都市計画税、法人市民税、
　　　　　事業所税、特別土地保有税
アウトプット
（年次別細目別収支金額）
計算年次
 
 
図-4.2 本研究で提示する駐車場経営採算モデルの概略フロー 
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(2) シミュレーションの前提条件 
具体的なシミュレーションに当たっては、駐車場経営の実態調査に基づくいくつかの前提条件
を設けた。それらの内、地域にかかわらず全てのケースに共通する基本条件を表-4.1 に、また、
地域特性、駐車場の構造形態、運営形態など、駐車場の採算性をみるための各種条件を表-4.2 に
示した。従って、後者のパラメータを変化させることによって感度分析が可能となる。なお、パ
ラメータに示したように、採算性の面から土地の自己保有が基本となるが、比較上、土地購入の
ケースについてもシミュレーションすることにした。なお、安定的な経営条件を条件とするため、
シミュレーションの対象は 100台規模の駐車場とした。 
 
表-4.1 モデル運用の前提（基本）条件 
項　　目
駐車場規模
内　　訳 建設費（万円／台）
 維持管理費
（万円／台）
平　面　式 ３０ ２．０
２　層　式 １００ ５．０
機械（タワー）式 ３２０ １３．２
建　物　式 ２５０ １０．４
地　下　式 １,５００ ２２．８
固定資産税
の課税基準
建　蔽　率
管　理　者 ２人 ５５０万円／年
機械式：基数×２人
その他：　５人
人件費上昇率
物価上昇率
1)地下駐車場は公共用地等の地下利用を
　を想定する
2)建設費は全額銀行借り入れで、20年
　返済、元利均等払いとする
3)物価上昇率は、駐車料金、維持管理
　費に反映されるものとする
その他
４００万円／年
８０％
現　業　員
３％
４％
１００台
基  本  条  件
土地：用地費×０．１
家屋：建屋費×０．８
 
 
表-4.2 パラメータの一覧
項　　目 基本ケース
土　　地 自己保有
駐車料金 ６００円／時間（５４,０００円／月）
４００円／時間
（３６,０００円／月）
８００円／時間
（７２,０００円／月）
営業時間 １２時間
借入利率 ８％／年
地価上昇率 １０％／年
月極スペース率 ０％（一時預） ５０％（併用） １００％（月極）
駐車場利用率 ６０％（修正回転率７．２） ４０％ ８０％
地　　価 １,２００万円／㎡ ６００万円／㎡ ２,４００万円／㎡
４％／年
比較ケース
購　　入
１６時間
４％／年
 
           
（注）・利用率＝           
     
・併用駐車場の場合、月極スペース部分の 60%は一時預かりスペースとして利用
する（駐車場経営者ヒアリング結果） 
スペース量×営業時間 
ススペース占用時間 
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4.3 モデル精度の検証と駐車場成立条件の検討 
 駐車場経営に関連する詳細なデータは、車庫法や税金などとの関連から得にくい状況にあるた
め、モデルの精度検証も実質上困難である。そこで、本節ではケーススタディを通して、駐車場
形態別の立地状況、用途変更など実際の運営方法と比較することで、モデル精度の検証を行うこ
ととした。 
 
4.3.1 駐車場形態別採算性の検討 
(1) 単年度収支の経年変化 
 地価 1,200万円／㎡（都心部の平均）、利用率 60％、一時預かりのみの運営を条件とし、これ
に先の基本ケースのパラメータ値を用いて、単年度収支の経年変化と、20年目の支出状況を試算
した（図-4.3、表-4.3）。 
これらの試算結果から駐車場形態別の収支状況について、次のようなことを指摘することがで
きる。 
① 平面式の収支状況は一貫して減少傾向にあり、概ね 15年目以降は大きく赤字に転じる。２層
式は概ね 20年目までは横ばい傾向にあるが、それ以降は次第に減少し、26年目以降は赤字に
転じる。これら 2つの形態が赤字に転じるのは表-4.3の支出内訳から明らかなように、固定資
産税の占める割合が高いためである注）。一方で、機械式、建物式は一貫して黒字が増加傾向に
ある。地下式は当初、建設費の借入金返済のため大幅な赤字となるが、18年目以降は黒字に転
じ、返済の終わる 20 年目以降大幅な黒字になる。これは、機械式、建物式と比べて土地にか
かる固定資産税が不要な分、増加分が大きくなるからである。 
② 収支状況（30 年累積収支）では、建物式が 20 億円の黒字と最もよく、次いで機械式（19 億
円の黒字）、２層式（5億円の黒字）で、地下式、平面式はそれぞれ 3億円と 20億円の赤字と
なっている。これは、機械式、建物式の場合、土地の有効利用により、同一規模では他の形態
より用地が少なく、固定資産税（都市計画税を含む、以下同じ）も少なく済むためである。一
方、平面式では土地の利用効率が悪く、しかも地価の上昇に従って固定資産税が多くなること
に加え、単年度赤字を補填するための一時借入金の利子負担が多くなるためである。 
注）地価上昇率を 10％と高く設定していることが一因であるが、物価や駐車料金の上昇率、
借入金利なども経営実態に合わせ、収支に係る変動要因を組み込んでいることに留意する
必要がある。すなわち、駐車場形態別の相対的比較には問題がない。 
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図-4.3 駐車場形態別単年度収支の経年変化 
 
表-4.3 駐車場形態別 20年目の支出内訳
費目
形態 法人税 固定資産税
60 387 6,726 31,241 0 31,237 38,414
2.0 1.0 17.5 81.3 (-) (100.0) 100
169 1,100 7,057 21,689 1,655 19,477 30,015
0.6 3.7 23.5 72.2 (7.6) (89.8) 100
310 3463 11347 10478 4525 4442 25598
1.2 13.5 44.3 41.0 (43.2) (42.4) 100
429 2,750 8,334 13,955 4,609 7,806 25,468
1.7 10.8 32.7 54.8 (33.0) (55.9) 100
2,394 15,482 11,528 1,888 0 1,882 31,292
7.7 49.5 36.8 6.0 (-) (99.7) 100
・地価1200万円／㎡、規模100台、利用率60％、月極スペース率0％
・（　）内は税金総額に占める割合
上段：支出額（万円／年）、下段：支出に占める構成比（％）
合計
平面式
２層式
減価償却費 利息 経常経費 税金
機械式
建物式
地下式
 
 
(2) 各要因と採算性の関連 
1) 運営形態 
 ここでは駐車場の形態とその運用方法による採算性の違いをみるため、比較的長期間注）におけ
る累積収支比率を指標とした（式-(1)）。  
          
 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
 
注）評価のための期間を 30年としたのは、建物・機械設備の平均的償却年数（15～45年）と資
金の平均的償還年数（15～30年）を勘案したことによる。 
30年間の累積収入
累積収支係数＝
30年間の累積支出
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 この収支係数は、駐車場の利用率に依存することは言うまでもないが、ここでは、駐車場の形
態と運用方法の違いをみるため、利用率 60％と 40％の 2 つのケースを想定することにした。た
だし、ここではこれらの運営形態を月極スペース率（駐車場容量に対する月極スペースの割合）
によって、0％（一時預かりのみ）、50％（併用）、100％（月極）としている。その分析結果を表
-4.4、図-4.4に示すが、これらから次のようなことが分かる。 
① 月極スペース率が高くなると、スペースの利用が限定されるため採算性は悪くなる。 
② 建物式と機械式が総じて高いのは、土地を立体的に利用するため 1台当たりの整備単価が安く
なることと、土地にかかる固定資産税が安くなるためである。 
③ 利用率が低下した場合、月極の固定需要が一定担保される併用の方が一時預かりよりも採算性
が良好となる。 
 これらの結果は、以下のような駐車場経営者に対するヒアリング結果などの実状をかなり正確
に反映していると言え、本モデルおよびここで用いたパラメータが概ね妥当であることが示され
たと考えられる。 
a) 駐車場の利用率がせいぜい 40％弱（図-4.1 参照）の状況下では、駐車場は併用で運営されて
いる場合が多い（月極スペース率 50％～80％：ヒアリング結果）。 
b) 平面式は他の用途に転換されることが多い。 
c) 地下式は公的なものか、建物に付置が義務づけられているもの以外は整備される例が少ない。 
d) 機械式、建物式は駐車場の経営上のメリットから増加の傾向にある。 
e) 駐車場経営者の行政に対する要望が固定資産税の減税に向けられている（ヒアリング結果）。 
 
表-4.4 運営形態別累積収支係数 
運営
一時預り 併用 月極 一時預り 併用 月極
形態 (0%) (50%) (100%) (0%) (50%) (100%)
0.8126 0.7442 0.3736 0.5490 0.5560 0.3761
100 91.6 46.3 100 101.3 68.5
1.0667 0.9770 0.5469 0.7630 0.7721 0.5469
100 93.5 51.3 100 101.2 71.7
1.2726 1.2223 0.9533 1.0343 1.0425 0.9533
100 96.0 74.9 100 100.8 92.2
1.2916 1.2414 0.8814 1.0765 1.0833 0.8814
100 96.1 68.2 100 100.6 81.9
0.9686 0.9001 0.5016 0.3916 0.6995 0.5016
100 92.9 51.8 100 101.1 72.5
・表中の数値は地価1,200万円／㎡、規模100台とした場合の結果である
・（　）内は月極スペース率である
・上段：累積収支係数、下段：月極スペース0%を100としたときの指数
利用率60％ 利用率40％
運営形態
機械式
建物式
地下式
運営形態
平面式
２層式
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図-4.4 運営形態別累積収支係数 
 
2) 駐車料金 
 先に示したように、駐車場の運営形態は都心部における平均的な利用率（40％～60％）では概
ね、一時預かりのみの採算性のよいことが分かった。そこで、ここでは同じ利用率で、採算性の
良い一時預かりを条件に、駐車料金と累積収支係数の関係から、採算性をみることにした（表-4.5、
図-4.5）。これらから次のようなことが言える。 
① 機械式、建物式は駐車料金 400 円／時間でも採算がとれ、現在の実勢料金（都心部で 400～
800円／時間）の範囲で十分経営が成り立つと言える。 
② 駐車料金 800 円／時間以上では全ての形態で採算がとれる結果となっているが、これは利用
率とも関連するため、経営上の課題は残ると考えられる。すなわち、高すぎると路上へ逸走す
ることも考えられ、想定した利用率が得られないことが危惧される。 
③ 駐車料金の値上げによる効果は、400円／時間の場合に累積収支係数が 1.0以下の駐車場形態
で顕著である。これらの形態は 400円／時間では単年度収支の赤字を補填するための一時借入
金の利子負担が大きいのに比べ、800 円／時間ではそれが解消された分、効果が大きく現れた
と言える。 
③  都心部の平均的な駐車料金、運営形態で採算がとれるのは機械式、建物式、２層式である（た
だし、２層式は 24年目以降、単年度収支が悪化する）。 
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表-4.5 駐車料金別累積収支係数
駐車料金
形態
0.5490 0.8126 1.0275
100 148.0 187.2
0.7630 1.0667 1.2425
100 139.8 162.8
1.0343 1.2726 1.4176
100 123.0 137.1
1.0765 1.2916 1.4353
100 120.0 133.3
0.6916 0.9686 1.1824
100 140.1 171.0
・表中の数値は地価1,200万円／㎡、規模100台、利用率60%、
  月極スペース率0%(一時預かり)とした場合の結果である
・上段：累積収支係数、下段：駐車料金400円／時間を100
　としたときの指数　
地 下 式
400円／時間
平 面 式
２ 層 式
600円／時間 800円／時間
機 械 式
建 物 式
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図-4.5 駐車料金別累積収支係数 
 
3) 利用率 
 一時預かり駐車場について、利用率と累積収支係数の関係をみると図-4.6 のようであり、これ
から次のようなことが言える。 
① 機械式、建物式は利用率 40％（修正回転率注）4.8）でも採算がとれる。 
② 利用率 80％を想定すると、全ての駐車場形態で採算がとれことになるが、先に述べたように
利用率の確保には課題が残ることに留意する必要がある。 
③ 利用率を高めることによって大きな効果が期待できる形態は、地下式、２層式、平面式である
が、その理由は赤字に伴う一時借入金の利子負担が無くなるためである。 
注）修正回転率とは駐車場の容量が 1日どれほどの時間占有されているかをみる指標である。 
   修正回転率＝（平均回転率）×（平均駐車時間） 
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図-4.6 利用率別累積収支係数 
 
4) 地価 
 一時預かり駐車場について、地価（土地は自己保有、地下式を除く）と累積収支係数の関係を
みると図-4.7のようであり、これから次のようなことが言える。 
① 地価 600万円／㎡では、全ての形態で採算がとれる。 
② 地価 2,400万円／㎡の場合でも、機械式、建物式では採算がとれる。 
③ 地価が高くなるに従って採算が悪化する形態は平面式、２層式であるが、これは土地の利用効
率が悪く、土地に係る固定資産税の負担が大きくなるためである。 
④ 当然のことながら、公共用地の地下を利用する地下式は地価と関係しない。 
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図-4.7 地価別累積収支係数 
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5) 土地の保有形態 
 建物式の一時預かり駐車場について、地価とその保有形態別の累積収支係数を表-4.6 に、地価
とその利用率別の累積収支係数を表-4.7 に示す。これらより、新規に土地を購入することを想定
した場合、最低の購入価格（600万円／㎡）、かつ事実上限界に近い利用率 80％（修正回転率 9.6）
であっても採算がとれないことが分かる。 
表-4.6 土地保有形態・地価別別累積収支係数（建物式） 
保有形態
地価
1.5379 0.6851
100 44.5
1.2916 0.4046
100 31.3
1.1965 0.2225
100 18.6
・表中の数値は利用率60%、規模100台、駐車料金600円／時間、
  月極スペース率0%(一時預り)とした場合の結果である
・上段：累積収支係数、下段：自己保有を100としたときの指数　
購　　入
(600万円／㎡)
2,400万円／㎡
自己保有
600万円／㎡
1,200万円／㎡
 
表-4.7 土地保有形態・利用率別別累積収支係数（建物式）
保有形態
利用率
1.0765 0.2741
100 25.5
1.2916 0.4046
100 31.3
1.4353 0.5312
100 37.0
・表中の数値は地価1,200万円／㎡、規模100台、駐車料金600円／時間、
  月極スペース率0%(一時預り)とした場合の結果である
・上段：累積収支係数、下段：自己保有を100としたときの指数　
80%
自己保有 購　　入(600万円／㎡)
40%
60%
 
 
(3) 駐車場経営の成立条件 
 先に設定した基本ケースのパラメータ（表-4.2）に基づいて、これまでの分析結果からパラメ
ータ毎に経営の成立条件を検討するため、建物式と地下式を例に試算した（表-4.8）。ただし、他
の建物用途の利益率などとの関係もあるが、ここでは累積収支係数 1.2を経営の成立条件とした。
これより、次のことが分かった。 
① 建物式の場合、駐車料金、利用率ともほぼ現状の実勢のままで経営が成り立つことから、利用
率向上策の検討によってさらに収益を上げることも可能である。 
② 地下式の場合は駐車料金、もしくは利用率を現状の実勢の 2～3割高く設定しないと経営が困
難である。 
表-4.8 臨界パラメータ算定の一例 
建物式 地下式
駐車料金 (円／時間) 410 740
利用率 (％) 41 74
地価 (万円／㎡) 2,380 --
地価上昇率 (％／年) 16.8 --
項　　　目
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4.3.2 公的助成導入の考え方 
 前項では、駐車場経営に対する公的助成を考慮しておらず、その分析結果から、現状の平面式、
２層式の場合、長期的には採算がとりにくく、永続性も担保できないことが分かった。そこで、
ここでは公的助成の条件である永続性が担保でき、土地を有効利用する建物式駐車場に焦点を当
て、どの程度の助成が有れば駐車場の経営が成り立つのかを検討する。 
(1) 前提条件 
 モデルの運用に当たって、以下の事項をその条件とした。 
① 採算水準：ここでは公的助成を検討するため、前項で設定した採算レベルを下げ、累積収支
係数 1.1を採算水準とする。 
② 運営形態：公的助成の要件である一時預かりのみの運営形態とする。また、駐車場の利用率
には都心部の平均値（30～50％）を用いることとする。 
③ 基本条件：分析のための基本条件は原則として前項で示した表-4.1 に準じることとするが、
規模、建設費は助成要件を考慮し、それぞれ 200台、400万円／台と設定した（表-4.9）。 
④ 比較ケース：採算水準を検討するための要因（助成を含む）とその比較ケースは表-4.10に示
す 48ケースとした。なお、比較のため助成率 0％（無し）についても検討した。 
 
表-4.9 駐車場採算性評価のための基本条件 
　　　基  本  条  件
建物式
２００台
建 設 費 ４００万円／台
維持管理費 １０．４５万円／台・年
管 理 者 １人：５５０万円／年
現 業 員 ５人：４００万円／年
人件費上昇率 ３％／年
営業時間 １６時間
 月　　極 ：５０,０００円／月
一時預かり：６００円／時間
人件費上昇率 ３％
物価上昇率 ４％
地価上昇率 ５％
駐車料金
その他
項　　　　　目
１）建設費は全額銀行借り入れで、１５年返済、利率７％、
　　元利均等払い
２）物価上昇率は駐車料金、維持管理費に反映される
　　ものとする
駐車場形態
駐車場規模
建設・管理
人件費
運営条件
 
 
表-4.10 採算水準に影響を及ぼす主な要因とその条件
1 2 3 4
地価　　　（万円／㎡） 500 1,000 1,500 2,000
利用率　　　　　（％） 30 40 50 --
助成率　　　　　（％） 0 20 40 60
　
助成率＝ ×１００（％）
　　
主　　要　　因 比較ケース（条件）
建設費
助成額（補助）
 65 
(2) 結果の検討 
 表-4.10に示した 48ケースの計算結果を用い、助成率の感度をみるために、助成率を目的変量
とした重回帰分析により助成率と各種要因の関係を求めた（式-(2)）。 
 
Y（助成率）＝－93.356＋151.025X1－2.216X2＋0.023X3・・・・・・・・・・・・(2) 
X1：累積収支係数 
X2：利用率（％） 
X3：地価（万円／㎡） 
（R２=0.55） 
 
式-(2)より、次のような結果を得た（表-4.11）。 
① 助成率を 10％上げることは、利用率および地価が同じ場合、累積収支係数が 0.066 上がるこ
と、同様に、他の 2要因を同じにした場合、利用率が 4.5％上がること、地価が 435万円／㎡
安い場所で立地することと同等である。 
② 累積収支係数を 0.1上げるためには、利用率では 6.8％上げる必要があり、地価では 657万円
／㎡安いところに立地する必要がある。 
③ 利用率を 10％上げると、累積収支係数は 0.147上がり、地価でみると 963万円／㎡安い場所
における採算性と同じである。 
④ 地価が 100 万円／㎡上がると、累積収支係数は 0.015 下がり、利用率でみると 1％上げる必
要がある。 
 以上のことを総合すると、利用率を上げることが採算性をよくすることに最もよく結びつくこ
とが分かる。 
表-4.11 要因の変化に伴う同等の要因の変化 
累積収支係数 利用率 地価
助成率（％） +10 +0.066 +4.5％ -435
累積収支係数 +0.1 -- +6.8％ -657
利用率（％） +10 +0.147 -- -963
地価（万円／㎡） +100 -0.015 +1.0％ --
変動幅要　　因 変動幅と同値
 
 
次に、式-(2)で得られた重回帰式を用いて、採算水準（累積収支係数 1.1）を達成するために必
要な条件について検討する。 
1) 地価と助成率 
累積収支係数 1.1 の場合の地価に応じた必要助成率を示す（図-4.8）。これより次のようなこと
が分かる。 
① 地価が上昇するに従って高い助成率が必要となる。 
② 地価 500万円／㎡、利用率 40％以上の場合は助成の必要はないが、利用率が 30％以下になる
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と 20～40％の助成が必要となる。  
③ 地価 2,000万円／㎡の場合には、利用率が 50％でも若干の助成が必要であり、利用率 30％で
は 50％以上の助成が必要となる。従って、このような場合には利用率向上が助成適用の条件と
なる。 
④ 地価 1,500万円／㎡以上では採算水準達成のためにある程度の助成が必要となる。 
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図-4.8 地価別にみた採算水準達成に必要な助成率 
 
2) 地価と利用率 
助成の適用がない（助成率 0％）場合に、累積収支係数 1.1を達成する地価と利用率の関係（図
-4.9）から、次のようなことが言える。 
① 地価が上昇するに従って、ほぼ一定の比率で高い利用率が採算水準達成の条件となる。 
② 地価 500万円／㎡における立地と 2,000万円／㎡における立地を比べると、後者では約 20％
利用率を高くすることが必要となる。 
③ これらのことから、地価水準は駐車場の採算性に大きく関係していることが分かる。 
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     図-4.9 助成がない場合に採算水準達成に必要な利用率 
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(3) 公的助成制度の効果評価の考え方 
 助成制度は、駐車場の経営が成立するために一定の補助を行い、結果として民間の路外駐車場
の整備を誘発・促進するために導入されるものである。従って、助成に伴う効果測定が必要とな
るが、その際、経営上の効果だけでなく、助成を実施する側の効果も測定する必要がある。前者
の経営採算性を評価するためには、これまで用いてきた累積収支係数が評価指標となるのに対し、        
後者の場合には、本来都市施設としての駐車場整備に伴う効果（例えば、路上駐車車両の削減効
果やアクセス機能の向上など）を勘案する必要があろうが、その効果測定は容易ではない。そこ
で、ここでは助成による経営上の効果がもたらす税収の増分を要因としてとらえ、式-(3)に示す
ような助成効率係数をその指標として用いることにした。 
  
         
 助成効率係数＝                          ・・・・・・・(3) 
 
 
 
この助成効率係数が意味するところは、「1 以上の場合には助成した額以上の税収入があり」、
「0 の場合には助成が全く税収に結びつかない」ということであり、税収入を通して助成による
間接的効果が評価されることになる。 
1) 助成効率係数 
助成率と助成効果をみると図-4.10のようである（地価：500万円／㎡、利用率：40％）。これ
をみると、一時預かり駐車場の場合は、助成するほど助成効率係数は小さくなっている。これは、
助成が無くても利潤があるため、助成額の利息分だけ分母が大きくなるためである。また、利潤
の大きい駐車場に対する税収入からみた助成の効率は、助成額を銀行で運用した場合のおよそ半
分程度であることが分かる。 
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図-4.10 累積収支係数と助成効率係数の関係 
助成による 30 年
間の累積税収額 
助成無しの場合の 30年
間の累積税収額 
助成額を銀行に預金した場
合の 30年後の元金＋利息 
－ 
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2) 効果的な助成導入の考え方 
 助成制度導入に当たっては、その効果的運用が望まれる。ここでは前項で用いた助成効率係数
と累積収支係数の 2つの助成評価指標値に基づいて、最適と考えられる助成の程度（助成率）と
その条件を次のように設定した。 
・ 助成による最終累積収支係数は 1.3～1.4である。 
・ 建設当初の赤字が助成によって解消する状況にある。 
・ 黒字が計上されている場合にあっては、助成によってその利潤額が（法人税率などの変化水
準である）800万円を越える状況となる。 
なお、助成効率係数が全て 0.5以下となっているのは、助成額が法人税などにより差し引かれ
るためであり、利潤に基づく法人税率などの累計が 0.5以下であることによる。 
 
以下ではこれまでの分析・検討を通じて妥当と考えられる公的助成導入の考え方について、簡
単にまとめておく。 
① 利用率の低い施設に対する助成の効果は小さいため、都市施設としての必要性が極めて高い
などの理由がない限り、助成の導入よりも利用率の向上を図るなど他の施策を検討すべきであ
る。 
② 累積収支係数が 1.1あるいは 1.2以上の累積収支係数が見込める場合には、基本的に助成の必
要はない。 
③ 助成効率からみた場合、累積収支係数が採算水準を超える程度であっても、助成によって法
人税の増収となる利潤（800万円以上）が期待される場合には、助成の導入が検討されてよい。 
 
これらの関係を整理すると図-4.11 のようであり、これによりある程度助成制度導入の範囲が
規定されると考えられるが、この範囲の中で他の方策（例えば、駐車案内システムや料金システ
ムによる利用率向上、取り締まりの強化など）と連携させながら、その導入について検討するこ
とが必要になることは言うまでもない。 
助成無しの場合の 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4
累積収支係数
【助成導入の視点】
●　採算性 ←　 助成の必要性が高い → ←　   助成の必要性は低い   　→
●　助成効率 ← 税収効果は低い →← 税収効果 →← 税収効果 →
　 は高い　 　 は低い　
【助成の考え方】 都市施設 積極的に 助成を導入す
としての 助成の導 べきではない
必要性を 入を図る
勘案し、
他の施策
の補完手
段として
助成を検
討する
助成の導入が可能
 
図-4.11 効果的助成制度導入の考え方 
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4.4 まとめ 
  本章では、駐車場の採算評価モデルを構築し、駐車場経営の採算水準とそれに対応すべき条件
を具体的に提示するとともに、道路交通問題解決のために有効な都市施設の整備を図る立場から、
助成制度を導入する際の条件の提案を試みた。その結果、様々な条件の下で、駐車場形態別、助
成の有無別に採算のとれる環境が明らかとなった。 
このように、限られた範囲のデータ、限られた条件下によるものではあるが、かなり実用的な
観点からの検討が可能となり、今後の駐車場運営とその整備促進に有効な資料を提供することが
できたと言えよう。以下に本章で得られた主な知見をまとめておく。 
 
1) 公的助成を考慮しない採算性 
① 機械式、建物式は土地の有効利用により土地に係る固定資産税の負担が小さく、地価 2,400万
円／㎡という状況下にあっても採算が成り立つ。 
② 平面式、２層式は初期建設費用が少なくて済むが、土地の有効利用という側面で劣っているた
め、地価が高く、その上昇率が 10％以上の場合は土地に係る固定資産税の負担が大きく、長期
的には採算が成り立たない可能性が高い。 
③ 地下式は短期的には初期建設費用の利子負担のために経営は困難であるが、借入金の返済が
完了すれば極めて収益性も良くなり、長期的には経営が好転する。ただし、土地に係る固定資
産税の負担の無いことが条件となる。 
 
2) 公的助成の導入条件 
 駐車場に対する助成導入にあたっては、採算性と助成効率の 2点を考慮する必要がある。助成
にあたって、累積収支係数が 0.9未満の駐車場に対しては都市施設としての位置づけの観点から、
駐車案内システムなど他の施策と併せて助成を検討する必要がある。 
採算性の面から助成の必要性の高いケースは、累積収支係数 0.9～1.1程度であり、助成効率を
考慮すると累積収支係数 1.3程度までを対象としてもよいことが明らかとなった。累積収支係数
が 1.3以上になると税収効果も低く、助成の必要性は極めて低い。 
 
3) 駐車政策の基本方向に向けて 
これまでの結果から、今後の駐車政策の基本方向として、次のようなことが重要であると考え
られる。 
① 駐車場整備を促進するためには採算性の向上が必要であり、利用率を高めるため路上駐車車両
が駐車場利用へ転換するようなインセンティブを働かせることが効果的であり、路上駐車違反
の取り締まり強化が必要である。 
② 駐車場に対する助成に当たっては、税収効果を勘案して、駐車需要、駐車場形態、地価などの
条件を総合的に考慮して、助成の方法や助成率を検討する必要がある。 
③ 駐車場用地の新規購入による経営は成り立たないことから、公的駐車場の整備のみでなく、む
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しろ既存の民間駐車場、とりわけ平面式駐車場に対して機械式、建物式への変更を条件に助成
の拡充を検討することが効果的である。このことは、駐車場の永続性の担保という意味からも
重要である。 
④ 土地の有効利用と安定的な駐車スペース確保の観点から、道路、公園などの地下についても一
定の占用料で民間に使用させるなどの方策の検討も考えられる。 
 
4) 駐車場整備に向けた課題 
今後は都市部における土地や建物施設の生産性（事業性）を勘案した場合の事業採算性を検討
するとともに、高齢化時代を迎えるに当たって、徒歩距離などを勘案した需要圏の設定と街の活
性化に向けたフリンジパークの検討、助成制度の仕組みと駐車場立地の各種条件に対応した施策
の導入、およびその評価についてさらに検討を加え、都市部における駐車場整備のための指針作
りが課題である。 
 
 
【参考文献】 
1) 大阪市駐車基本計画策定調査委員会(1999)：『大阪市駐車基本計画』 
2) 大阪市計画局(1991)：「大阪市民間駐車場建設資金融資制度」 
3) 大阪市計画局(1994)：「大阪市迷惑駐車防止に関する条例」 
4) 大阪府警(2003)：『交通白書』 
5) 大阪市総合計画局(1989)：『船場地区における駐車関連資料集』 
6) 大阪市計画調整局(2003)：「平成 15年大阪市駐車スペース調査結果」 
7) 村上睦夫・西村 昂・日野泰雄(1991)：路外駐車場に対する助成制度の効果に関する一考察,日
本道路会議特定課題論文集,No.19,pp.307-309 
8) 若松謙一：駐車場経営の採算性と助成制度に関するモデル分析(1991),大阪市立大学卒業論文 
9) 村上睦夫・西村 昂・日野泰雄・若松謙一(1991)：都心部における路外駐車場の経営採算性に
ついて,土木計画学研究・論文集,No.9,pp.141-148 
10) 村上睦夫・西村 昂・日野泰雄(1991)：路外駐車場に対する助成とその効率に関する一考察,
平成 3年度学術研究発表会講演論文集,pp.5-6 
11) 村上睦夫・西村 昂・日野泰雄・斉藤仁美(1992)：経営採算性モデルによる駐車場採算性と公
的助成制度の効果に関する一考察,土木計画学研究・講演集,N0.15(1),pp.685-690 
12) 村上睦夫・西村 昂・日野泰雄(1993)：駐車場に対する公的助成効果に関するモデル分析,平
成 5年度学術研究発表会講演論文集,pp.7-8 
13) Yasuhiro HINO・Takashi NISHIMURA・Mutsuo MURAKAMI(1993)：ANALYSES ON 
SUPPLY  AND SUBSIDEARY EFFECT FOR URBAN OFF-STREET PARKING 
FACILITIES BASED ON PROFITABILITY ANALYSIS MODEL, Proceedings of the 6th 
World Conference on Transportation Research (distributed paper 10ps) 
 71 
第５章 駐車行動シミュレーションモデルによる路上荷捌き施設導入効果と 
道路空間適正化の評価 
 
5.1 はじめに 
 都市内の駐車需要の実態をみると、路外駐車場のみでなく、短時間の路上駐停車スペースに対
するニーズも極めて大きいことが分かる。とりわけ都心部の業務地区では荷物の搬出入に伴う短
時間駐停車需要が多い（全駐停車需要の 29％：表-5.1 参照）1)。そのために、現状の道路には停
車帯が確保されているものの、路上駐車の取り締まりが困難なこともあって、長時間路上駐車車
両（2 輪車を除く、以下同じ）に占有されている場合が多く、本来の短時間駐停車需要に対する
サービスが困難な状況にある。また、二重駐停車を強いられることで道路交通が著しく阻害され
ているケースも少なくない。このような状況から、荷捌き需要に対する受け皿の対策が緊急の課
題となっており、研究も多岐にわたってなされてきた。 
 路上駐車施設、特に荷捌き施設の計画、荷捌き行動特性にかかる研究のうち、路上荷捌き施設
の設置基準に言及しているものは少なく、堂柿・佐藤 2）、塚口ら 3）、鈴木ら 4）にみられる程度で
ある。ここで堂柿、塚口らは待ち行列理論を用いて、それぞれ荷捌き専用スペース数の算定、路
外と路上の利用特性を考慮した総合的な駐車管理システムについて提案している。しかしながら、
モデルの性格上、到着時間間隔と駐車時間に平均値を用いていること、および駐車施設選択行動
が直接モデルに組み込まれていないため、当該道路区間に限定した処理になっていることから、
スペース必要量が過大に評価されることが懸念される。鈴木らはシミュレーションを用いた試み
を提案しているが、この場合でも、上記と同様の理由から実態に十分に対応し切れていないと思
われる。 
 路上を含めた駐車施設選択行動に関しては、塚口・小林 5）、辰巳ら 6）、堂柿 7）、小谷ら 8）の論文
がみられる。塚口らはアンケート調査により駐車場所と駐車料金、歩行距離、取り締まり頻度な
どの関連データを得て、ネスティッドロジットモデルによって駐車場選択の意志構造を解明して
いる。ここで、路上を含む選択要因に関しては、概ね駐車料金、目的施設までの距離、入庫待ち
時間の 3 つの説明変数によって説明できるが、駐車場と路上の駐車施設選択には個人の駐車に関
する態度などの要因が影響しているとされている。辰巳らは、アンケート調査で収集した駐車場
所選択要因データを数量化 I 類によって分析し、駐車場所選択に駐車料金の影響が大きいため、
短時間駐車車両の路外駐車場への誘導が困難であり、短時間路上駐車施設が必要であると指摘し
ている。堂柿は、数量化 II 類モデルを用いて路上駐車施設の利用判別分析を行い、路上では 20
～45分程度の駐車機能が必要であること、「施設利用」、「パーキングスペース」ではそれぞれ 10
分、20分を超えると支払いの必要を感じていることなどをまとめとしている。小谷らは、神戸市
での社会実験に基づいて荷捌き行動の特性をまとめ、路上駐車に対する心理的負担がないことか
ら、路上駐車していた人が路上駐車施設へ積極的に転換することを明らかにしている。 
 路上駐車対策の効果に関しては、坂本ら 9）が追い越し車両の挙動モデルを構築し、旅行時間短
縮や処理交通量の増加などの効果を予測している。李ら 10）は、アンケート調査に基づいて、路上
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駐車施設設置時における車道幅員や速度規制の考え方を提案している。 
 総合的路上駐車対策に関しては、東ら 11）が類似路線との比較に基づいて、路上駐停車禁止区間
「レッド・ゾーン」の効果を分析している。堂柿 12）は同乗者の居る駐車（有人）は交通管理者ら
のマンパワーによる排除が困難であることから、装置による強制的な排除の必要性、荷無し業務
に対する 10 分～20 分駐車の合法化と長時間荷捌き目的の有料化などを提案している。また、若
干観点は異なるが、谷川・高田 13）は路外にポケット・ローディングという物流対策のための小駐
車スペースを設け、そのネットワーク化・情報化による配送の効率化を提案している。 
 実務面での整備事例としては、東京都で路上駐車対策「スムーズ東京 21」の一環として実施さ
れている、歩道の一部をベイ状に切り込んだ「停車区画」（5分以内の貨物の積み卸しに対応）や
時間制限駐車区間規制による「荷さばきパーキングメータ」（40 分；200 円）などがあり 14）、小
早川・高田 15）はその事前・事後分析に基づいて、路上駐車の半減、荷さばき区間の時間短縮など
の面からその効果を論じている。 
 以上、既往の研究では、いずれも路上荷捌き駐車に関する特性の把握に基づいた路上駐車対策
の必要性について、単一街路区間だけでなく街路に囲まれた面的な需給バランスをみるとともに、
ピーク時への対応が必要であることが指摘されているが、一方で、路上スペースの効果的運用に
は、一日を通しての路上駐車需要分布や積み卸しの有無に対応した施設の検討が重要な視点であ
ることが明らかになった。 
 そこで、本章では、一般都市内道路のアクセス機能および通行機能の向上を目的とし、路上荷
捌き施設導入による道路空間の利用効率向上システムを検討する。 
研究内容は、1) 荷捌き需要の多い都心部の業務地区での実態調査データに基づいて、路上駐車
施設選択行動を考慮した路上の駐車場所選択シミュレーションモデルを構築し、これを用いて、
2) 路上駐車施設の設置効果を分析・評価するとともに、3) 駐車需要実態に対応する路上荷捌き
施設の必要性とその運用方法を考慮した効果的設置の考え方と、そのために必要となる主要な課
題を提示することである。 
 
 
5.2 路上駐車実態と課題の抽出 
（1）調査対象地区と調査場所（区間） 
 本研究では、荷捌き需要の多い地区を対象とする必要があることから、大阪市の業務地区の中
心部に位置している船場地区を調査対象とした（図-5.1）。なお、対象地区のうち、船場センター
ビル 1号館から 3号館にかけて路上駐停車実態（プレート連続式）調査とドライバーヒアリング
調査を実施し、北側の本町通と南側の北久宝寺町通で囲まれる区域では駐車場利用実態調査、船
場センタービルの 4号館から 9号館を挟む中央大通（南北道路を含む）では路上駐停車実態（プ
レート断続式）調査を実施した。 
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本町通
船場センタービル 中央大通（北側）
９号館 ８号館 ７号館 ６号館 ５号館 ４号館 ３号館 ２号館 １号館
中央大通（南側）
北久宝寺町
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波
→
←
至
梅
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堺
筋
南
北
通
：路上駐車実態調査（プレート断続式） ：路上駐停車実態調査（プレート連続式）、ドライバーヒアリング調査
：駐車施設調査、駐車施設利用実態調査  
図-5.1  調査対象地区(区間)と調査種別 
 
（2）調査の内容 
本調査は 1993年 1月の平日昼間帯（7:00～19:00）において、以下の 5項目に関して実施され
たものであり、これらの調査データは都心部の交通対策のための基礎資料としてまとめられてい
る 1）。また、学術研究の資料としても一部活用されている 16）,17）。 
① 駐車施設調査：駐車場種別容量 
② 駐車施設利用実態調査：駐車場種別時間帯別利用台数 
③ 路上駐停車実態調査（プレート断続式）：30分間隔の路上の利用状況（駐停車状況） 
④ 路上駐停車実態調査（プレート連続式）：車種別積み卸し有無別駐停車台数、到着・出発時間 
⑤ ドライバーヒアリング調査：車種、車の業態、積み卸しの有無、目的地、パーキングメータに
対する満足度、荷捌き施設の設置場所など（なお、調査時間帯におけるヒアリング対象車両 1,810
台の内、回答数は 538、回答率 29.7%であった）。 
 
（3）調査結果に基づく駐車実態と課題の抽出 
調査より得られた都心業務地区における路上駐車の実態は表-5.1 のように整理することができ
る（写真-5.1参照）。ピーク率は低く、業務時間中を通して多くの駐車需要がみられるという駐車
特性とともに、 
① 荷捌き以外の目的のための長時間駐車によるパーキングメータの占有 
② パーキングメータの不正利用 
③ パーキングメータ以外の路上荷捌き需要の多さ 
④ 二重駐車などによる道路利用の混乱 
といった問題点を指摘することができる。 
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 これらの原因、もしくはその影響による課題として、 
① 周辺の路外駐車場利用率の低さ 
② 道路容量の低下、および道路のアクセス機能喪失 
③ 現状の駐停車システムに対する不満の多さ 
などの悪循環要素を指摘することができることから、道路が本来持っているアクセス機能を担
保するような駐停車システムの改善が不可欠であると言える。このような状況に対し、船場セン
タービルでは終日（日単位）利用の料金制（2,500 円／日）を導入するなど、荷捌き以外の駐車
需要の路外駐車施設への誘導を図っているが、その実態の改善には至っていない。 
表-5.1  実態調査結果に基づく路上駐車特性と問題点
【路外駐車場に関するもの：調査①,②】
種　　別 平均利用率 最大利用率
月極駐車場 47.2% 55.9%
併用駐車場 51.0% 58.5%
問題点 ・路外駐車場の利用率が低い
【パーキングメータと路上駐車に関するもの：調査③,④】
（調査③）
最大利用率
(7:00～19:00) (9:00～17:00) (7:00～19:00)
パーキングメータ 50.7% 62.3% 88.0%
路　　　　　　上 29.8% 32.9% 48.3%
（調査④）
20分未満 20～60分未満 60分以上
有り： 53台  12台(22.6%)  24台(45.3%)
無し：323台 122台(37.8%) 100台(31.0%)
有り：637台  22台( 3.5%)
無し：833台  84台(10.1%)
ピーク時需要量
12h需要量
5分未満 20分未満 40分未満 60分未満 60分以上
有　　　り 177台(25.7%) 354台(51.3%) 95台(13.8%) 30台(4.3%) 34台(4.9%)
無　　　し 243台(22.8%) 379台(32.8%) 191台(16.5%) 137台(11.9%) 206台(6.0%)
問題点 ・パーキングメータが混雑していて利用しにくい
・パーキングメータの不正利用が多い
・路上駐車が多い
・積み卸し無し車が多い
【街路区間に関するもの：調査⑤】
目  的  地 目的地駐車率 現状の駐車システムの満足度
荷捌きシステム
に対する評価
中央大通り北側ゾーン 81.0%
船場センタービルゾーン 74.9%
中央大通り南側ゾーン 72.7%
合　　　　　計 75.2%
問題点 ・目的地の近くで駐車しにくい
・現状の駐車システムに不満が多い
・荷捌きシステムに対して評価が高い
・調査は7:00～19:00の30分間隔(25断面)
・利用率とは容量に対する利用台数の割合で、この内平均利用率は
  25断面の平均、最大利用率はその中の最大をいう。
駐　車　場　所 平 均 利 用 率 ・パーキングメータの容量は基数・路上の容量は1日最大の利用台数
駐　車　場　所 路上駐車台数(7:00～19:00) 積み卸し
駐  車  時  間 料金不払い 平均駐車時間 ピーク率
パーキングメータ 376台(20.4%) 94台 148台 59分 10.6%
路　　　　　　上
・目的地駐車率とは本来の
　目的地（道路区画）に駐
　車出来た割合をいう。
満  足：43.5%
不満足：56.5%
良い：66.2%
悪い：33.8%
駐 　　　 車 　　　 時 　　　 間積 み 卸 し
20分1470台(79.6%) 1059台 305台 ---
 
違法路上駐車 パーキングメータ（違法路上駐車を含む）
 
写真-5.1 中央大通（北側）の路上駐車状況の例（2003.10.4 撮影） 
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5.3 道路利用適正化のプロセス 
（1）基本的な考え方 
前章では、路上駐停車問題の主要因が、路上に駐車する必然性の少ない積み卸し無しの車によ
るパーキングメータの長時間占有（半数以上は不正利用）と、その結果生じる積み卸し車の路上
駐車にあることを明らかにした。このうち後者は短時間ではあるが、路上での積み卸し作業を必
要とすることを勘案するならば、これらの問題を改善するためには路上作業の必要のない長時間
路上駐車を排除し、短時間利用の荷捌き施設への転換を図るのに効果的な施設の導入と、その効
率的運用が必要であると考えられる。 
これまで、駐車行動に対する影響要因とその程度を意識調査により求める方法が用いられるこ
とが多かった 3）が、調査に多大な労力を要する上に、調査結果に地区特有の属性が反映されるな
どの問題があった。そこで本研究では、シミュレーションモデルによって路上駐車施設選択プロ
セスを抽出し、その中から現状の路上駐車実態を最もよく再現する駐車行動パターンを路上駐車
施設選択行動として設定することで、意識調査に依らない方法を提案することとした。さらにこ
の駐車行動をシミュレーションモデルに組み込むことによって、既存のパーキングメータや新た
な荷捌き施設の導入効果を評価し、その結果に基づいた道路利用の適正化について検討すること
にした（図-5.2）。 
 
（2）道路空間利用適正化の手順 
 図-5.2 の基本構成を手順化すると図-5.3 のようであり、各手順の内容は以下に示すとおりであ
る。なお、これらの手順で構成される全体の枠組みを道路利用適正化モデルと呼ぶこととする。 
シ
ミ
ュレ
ー
シ
ョ
ン
モ
デ
ル
第
１
段
階
第
２
段
階
路上駐車実態データ
路上駐車施設選択行動
・積み卸しの有無
・徒歩限界距離帯
・路上駐車施設選択優先順位
評価指標
・駐車可能率
・平均回転率
路上駐車施設の組み合わせ
・種類（パーキングメータ、荷捌き施設）
・基数
・配置
現状と最も適合？
路上駐車施設選択行動の組み込み
評価？
道路利用の最適化
YES
NO
NO
YES
 
図-5.2  道路利用適正化の基本構成 
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道路及びパーキングメータの
ネットワーク化
目的地に駐車できなかった
路上駐車車両の目的地への補正
駐車選択行動の設定
シミュレーション
整合性？
（実態調査データとの比較）
駐車施設選択行動の
モデルへの組み込み
道路及び荷捌き施設の
設定・ネットワーク化
シミュレーションによる感度分析
荷捌き施設の設置効果と道路の適正化策
路上駐停車実態調査
ドライバーヒアリング調査
YES
NO
手順1
手順2
手順3
 
 
図-5.3  分析の手順 
 
a) 手順 1 駐車行動に基づく駐車配分モデルの構築 
 船場センタービル 1号館～3号館の各道路区間をリンク（リンク数 18）とし、各リンクに路上
駐車施設（パーキングメータ）を連結したネットワークを組み、7:00～19:00に到着した路上駐車
需要（1,810 台）をそれぞれの路上駐車施設（路上を含む）に配分するシミュレーションモデル
を構築する。なお、この時間帯以外の駐車台数は初期値として処理することとした。本ケースス
タディでは実測値よりこれを 36台とした。また、本来駐車したい道路区間が利用できずに他の区
間に駐車したケースを確率分布に従って割り当て、本来の目的地に補正した。 
b) 手順 2 路上駐車施設選択行動の設定 
 積み卸しの有無別に、コスト（駐車費用）、駐車場所と目的地までの距離（以下、徒歩距離とす
る）の組み合わせ毎の路上駐車施設選択行動パターンを設定し、現状の路上駐車台数と推計台数
（パーキングメータを含む）が最もよく合致し、徒歩限界距離などの条件を満たすような路上駐
車施設選択行動を抽出する（図-5.4）。 
c）手順 3 感度分析による荷捌き施設設置効果に基づく適正化策の提案 
 手順 2 で得られた路上駐車施設選択行動をモデルに組み込み、荷捌き施設およびパーキングメ
ータの設置場所、設置基数を政策変数とした時の駐車可能率（式-(1)：駐車したい車が駐車できる
可能性）、平均回転率（式-(2)：駐車スペースの活用度）を評価指標として、荷捌き施設の設置効
果の評価を試みるとともに、効果的運用の考え方を提示する。 
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    100×+=
T
NP
c
D
TT
R    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1) 
    RC ：駐車可能率（%） 
    TP ：パーキングメータ駐車可能台数 
    TN ：荷捌き施設駐車可能台数 
    DT ：路上駐車需要台数（60分以上を除く） 
 
    
K
R
I
R
R
S =    ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2) 
    SI      ：平均回転率（台／基・12h） 
    RR         : 路上駐車施設利用台数 
    RK  ：路上駐車施設設置基数 
 
 
徒歩距離延伸型(Ⅰ型) 当該区間型(Ⅱ型) 徒歩距離延伸型(Ⅰ型) 当該区間型(Ⅱ型)
当該区間 　　　　　空 　　　　　　　空                空               空
　　　　満          満 　　　　満 　　　　満
　　　　　　　空               空
　　　　　　   　  （不正利用）
         満               空 　　　　満
　　　　　　      （不正利用）
　　二重駐車（　） 　　　　満 　　二重駐車（　）
次の区間 空
（最短）
　　　　　空 　　　　満
　　　　満
　　　　　　      （不正利用）
　　　　満
　　・
　　・
　　・
徒歩限界
区間
（注） ・ 　は利用したことを表している
　 　　・１日最大利用台数を路上の容量とした
　 　　・駐車料金支払い意志あり：Ａ型、意志無し：Ｂ型
　 　　・徒歩延伸型（徒歩限界距離まで駐車スペースを探す）：Ⅰ型、当該区間型（当該区間で駐車する）：Ⅱ型
　 　　・ＳＴＥＰ２では、ＰＭに加えて、荷捌き施設も導入する
　 　　・ＰＭ：パーキングメータ、路上：路上駐車
スタート
駐車料金支払い意志有り(Ａ型)
り）
路上
路上
ＰＭ
路上
路上ＰＭ
ＰＭ
ＰＭ
ＰＭ
ＰＭ
駐車料金支払い意志無し(Ｂ型)
り）
 
 
図-5.4  路上駐車施設選択行動パターン
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5.4 シミュレーションモデルによる駐車施設選択行動の選定 
（1）駐車施設選択行動選定のための分析の考え方とケース設定 
 本研究では、文献レビューに基づいて、積み卸しの有無、コスト、徒歩距離などが駐車施設選
択行動に影響を及ぼす 5）とし、これらの要因の組み合わせに対するシミュレーション結果より、
現状再現性の最も高いケースを抽出することとした。なお、再現性の判定は、次の条件により検
討した。 
① 現状の路上駐車実態を最もよく反映すること：18 区間の路上駐車台数と推計結果の比較、パ
ーキングメータの利用台数 
② その組み合わせが既往の路上駐車行動に関する特性を十分反映していること：積み卸しの有無
別徒歩限界距離、駐車施設選択など 
  
積み卸しの有無、コスト負担の意志（法遵守の度合いと関連するが、ここでは、コスト負担の
意志有りの場合は空いているパーキングメータを優先的に利用することとしている）、および徒歩
限界距離の駐車施設選択行動への影響要因について、ここでは、まず積み卸しの有無別にコスト
負担の意志有り（A 型と称する）と意志無し（B 型と称する）に分類し、さらに徒歩限界距離ま
で駐車施設を探し続ける場合（I型と称する）と当該区間に限定してしまう場合（II型と称する）
に分けて検討することにした（表-5.2）。なお、徒歩限界距離を 50ｍ未満、100ｍ未満、150ｍ未
満の 3区分とすると、全部で 64ケースになる。ただし、積み卸し有りの場合は荷物の搬送の必要
性から、徒歩距離には限界があるため I型との組み合わせは現実的でなく 18）、また、コスト負担
の意志の希薄なケースでは、距離条件は制約とならないと考えられるため II型を除外すると、結
果として 14ケースの検討が必要 5）になる（表-5.3）。 
表-5.2 ケース設定の分類 
限界まで探索 当該区間に限定
有り：A型
無し：B型
*徒歩限界距離（I型）は50m，100m，150mの3パターン
コスト負担
の意志
I型 II型
徒歩限界距離*
 
 
表-5.3 駐車行動選定のためのケース設定 
積み卸し有り AII型 BII型
積み卸し無し
50ｍ未満 1 8
100ｍ未満 2 9
150ｍ未満 3 10
AII型 当該区間 4 11
50ｍ未満 5 12
100ｍ未満 6 13
150ｍ未満 7 14
（注）1～14はケースNo.
当該区間
AI型
BI型
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（2）モデルの構築 
モデルの概要は図-5.5に示すように、第 1段階では本来の目的地に駐車できないため最寄りの
道路区間（以下、区間と略す）に駐車している実態を考慮して、発着データの目的地を本来の目
的地に補正する。具体的には、運転手に対するヒアリング調査で得られた目的地構成比を用いた
乱数処理により、到着車両毎に本来の目的地をラベリングする。第 2段階は駐車場所の探索プロ
セスであり、到着車両順に図-5.4で示した積み卸しの有無別駐車行動パターンの組み合わせに従
って本来の目的地区間で駐車スペースを探索する。Ⅰ型（徒歩距離延伸）では徒歩限界距離以内
を条件に最寄りの駐車施設を探索し、その結果は順次区間毎に駐車の可否、駐車場所などを集計
する。なお、本モデルでは昼間 12 時間を対象としており、ケーススタディでは先の調査結果よ
り観測された 1,810台をシミュレートの対象とした。 
 
連続プレート式実態調査データ
（ 7:00の駐車台数を含む）
区間別目的地テーブル
乱数発生
　　　　本来の目的地の推計
ｔ＝０　（７：００）
　　　　ｔ＝ｔ＋１
　　（ＳＴＥＰ１） ＹＥＳ
ｔ＝７２０か？　（１９：００） アウトプット
　　　　　　　ＮＯ
　ＮＯ
ｔ分に駐車需要はあるか？（台数ｉ＝ｎ）
　　　　　　　ＹＥＳ
ＮＯ
　　組み込み 　　　　　ｉ＝１ 第ｊ最短区間に駐車可能か？
　　（ＳＴＥＰ２）      　　　　　ＹＥＳ
駐車発生区間からＴｒｅｅの発生（ｉ） ｊ＝ｊ＋１
ＮＯ
徒歩限界距離内か？
　　　　　ｊ＝１      　　　　　ＹＥＳ
路上占有テーブル書き込み
（駐車不可）
駐車施設占有テーブル書き込み
（駐車可能） ＮＯ
まだ駐車需要はあるか？
     　　　　ＹＥＳ
ｉ＝ｉ＋１
１～１８１０台
駐車行動パターン
・料金支払い
・徒歩距離
・荷さばき施設種別
　（場所）
スタート
ストップ
政策変数
・荷さばき施設
（種類、設置場所、
　基数、運用形態）
 
 
図-5.5 シミュレーションモデルの構造 
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（3）シミュレーションによる駐車行動の再現性 
 ここでは、モデルによる実際の現象の再現性を、1) 駐車施設選択行動評価の考え方、2) 選択
行動再現性の検証、ならびに 3) その結果として駐車施設毎の駐車台数と回転率、それぞれにつ
いて検証することとした。 
a) 駐車施設選択行動評価の考え方 
路上駐車施設の選択行動評価の考え方の妥当性を検討するために、まず現状のパーキングメー
タと同じ設置基数（38基）に対して、駐車施設選択行動（路上を含む）要因の組み合わせを変化
させてシミュレーションした。なお、駐車行動が外的要因（駐車可能スペースの有無、徒歩限界
距離、駐車料金）によって変化するとすれば、このような政策ミックスシミュレーションを複数
回繰り返すことによって、実態と合致する駐車行動を確定する方法も考えられるが、本研究では
逆に一定の駐車行動下における政策変数評価が主目的であるため、最初に駐車行動を確定させた
上で政策変数を評価する段階的モデルを提案した。 
AII／AII（ケース 4）、AII／BII（ケース 11）については徒歩限界距離 50m未満と同じ結果で
あったため、12 ケースの比較結果となった（図-5.6）。これら除外ケースをみると、道路区間が
長い中央大通においては、50m未満の条件と当該区間に限定することが同義であり、南北通りに
ついては利用区間が限定されるため、駐車需要が少なく、徒歩距離はほとんど 50m 未満という
実態に対応したものとなっていることが分かった。これらのシミュレーション結果について、前
述の 2条件を検討する。 
 
0.60
0.65
0.70
0.75
0.80
0.85
0.90
0.95
AI／AII型 AI／BII型 BI／AII型 BI／BII型
相
関
係
数
50ｍ未満
100ｍ未満
150ｍ未満
（注）・積み卸し無し／積み卸し有り
・A：コスト負担意志有り
・B：コスト負担意志無し
・I：駐車施設を探し続けて駐車
・II：当該区間に限定して駐車  
図-5.6 シミュレーションによるケース別再現性結果 
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b) 駐車施設選択行動 
 ① コスト負担の意志についての検証 
積み卸し無し車について、「コスト負担の意志有り」と「コスト負担の意志無し」を比べる
と（AI／AII 型と BI／BII 型）、コスト負担の意志有りの方が相関係数は極めて低くなった。
同じように、AI／BII型と BI／BII型のケースを比べても、駐車料金支払いの意志のない後者
の方が相関係数は高くなっている。これらのことは、積み卸し無し車は徒歩限界距離までパー
キングメータを探し続けていないこと、特に荷捌き車両では二重駐車がしばしばみられること、
30％～45％がパーキングメータの料金未納という実態を反映していると言える（表-5.1参照）。 
 ② 徒歩距離についての検証 
他の要因を除いた徒歩距離に関する行動の再現性を検証するため、ここではコスト負担のな
いケース（BI／BII型）について、モデル推計値と実測値を比較した。その結果、両者の相関
係数は、100ｍ程度までは徒歩距離が長くなると高くなるが、それ以上は変化しない結果とな
った。これは、目的地までの平均徒歩距離は路上駐車者が 23ｍ、路外駐車場利用者（＝積み卸
し無し車）が 94ｍという実態 19）、残差の 50％点に基づく駐車場利用圏が路外駐車場で 226ｍ、
路上駐車で 51ｍという既往研究結果を反映している 6）。このことは、積み卸しの有無にかかわ
らず駐車場所を当該区間に限定した場合、適合性は比較的低くなるという結果にも表れている
（図-5.6の各組み合わせの徒歩距離 50mのケース）。先に述べたように、AII／AII、AII／BII
も同様である。 
 以上のことから、本シミュレーションモデルによる区間別駐車台数に関する現状再現性は妥当
であると言え、これによって基本的な駐車選択行動は、積み卸しの有無別によって次のように設
定することができる（①から③の順序）。 
 1) 積み卸し無しの場合：BI型 
  ① 当該区間で路上の空きスペースを探索する 
  ② パーキングメータを利用する（不正利用を含む） 
  ③ 100m程度まで同じパターンで探し続ける 
 2) 積み卸し有りの場合：BII型 
  ① 当該区間で路上の空きスペースを探索する 
  ② パーキングメータを利用する（不正利用を含む） 
  ③ 二重駐車する 
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ｃ）本シミュレーションによる駐車施設選択行動に基づく駐車実態 
 ① 路上駐車台数 
最も再現性の高いケース 13（BI／BII型）について、本来の目的地に補正した推計値、実際
に駐車した区間、シミュレーション結果を表-5.4に示す。駐車実態と推計結果の差はほとんど
の区間で概ね 20台未満であり、その結果は相関係数（0.923：有意水準 1％）から有意なもの
と言える（図-5.7）。 
表-5.4 再現性の高いケースの実態および結果（ケース 13） 
1 166 149 145
2 186 115 138
3 173 151 155
4 134 156 134
5 156 165 157
6 113 124 112
7 42 47 67
8 39 79 93
9 38 81 72
10 35 44 51
11 38 71 59
12 38 39 67
13 80 101 82
14 81 55 78
15 73 46 70
16 163 146 112
17 143 152 139
18 148 125 115
1,846 1,846 1,846
（台／12Ｈ）
(注) 1,846-1,810=36台は時間外駐車であり、初期値として設定した。
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図-5.7 再現性の高いケース（ケース 13）（実測値－推計値） 
 
② パーキングメータの利用状況 
パーキングメータの利用台数は、実測値 376台／12h、平均回転率 9.9台／基・12hに対し、
推計結果では 301台／12h、平均回転率 7.9台／基・12hであった。ただし、モデルでは法の遵
守を前提としているので、実測でパーキングメータを利用した 60分以上の 134台（モデルでは
路上として処理：表-5.1参照）の一部も加える必要がある。実測値は利用台数、平均回転率とも
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に 60分以上路上駐車台数の加算をそれぞれ 0％、100％とした推計値のほぼ中間に位置しており、
比較的良く近似していると言える（図-5.8）。 
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図-5.8 パーキングメータ利用台数の差異（ケース 13） 
 
 
5.5 荷捌き施設設導入による道路空間適正化の評価 
 前述のように、当該地区ではパーキングメータが長時間占有されているため、本来利用を想定
している短時間利用者がその機会を損なわれ、結果として二重駐車などによって道路が有効に活
用されていない状況となっている。その改善には不正利用に対する取り締まりの強化が必要であ
るが、ここでは施設面からの対応として新たに荷捌き施設の導入を提案し、これに伴う問題改善
の可能性、ならびに効果的な荷捌き施設の設置条件について検討する。なお、ここでいう「路上
荷捌き駐車施設」（以降、荷捌き施設と略す）の運用に当たっては、20分未満無料、20分を超え
ると反則金を課すものとする。 
 
（1）路上駐車施設の運用方法とその効果 
a) パーキングメータの評価 
 シミュレーションで最も再現性の高かったケース 13 について、路外駐車場利用が前提となる
60 分以上の長時間駐車を除く駐車需要を対象として、パーキングメータ（38 基）の駐車可能率
（RCS）、平均回転率（SI）を先に示した式-(1)、(2)により算出すると、それぞれ以下のようであ
る。 
RCS＝（301／1606）×100＝18.7％ 
SI＝301／38＝7.9台／基・12h 
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この結果は 1時間に 1回転未満であることから、パーキングメータの利用制限時間である 1時
間目一杯利用していることを示しており、長時間需要の受け皿になっていることを表している。
その理由として、目的地から近いところにあること、制限時間が 60 分未満と比較的長いこと、
料金が周辺の駐車場料金の相場より安いこと（パーキングメータ：300 円／ｈ、駐車場：400～
600円／ｈ）、設置箇所が中央大通に限られていることなどがあげられる。また、料金を徴収する
ため制限時間いっぱい駐車しようというインセンティブが働くことが考えられ、その反動として
需要量の多い（20 分未満は積み卸し有り：77％、積み卸し無し：56％、表-5.1 参照）短時間需
要の受け皿として十分機能できていない結果となっている。そのため、路上駐車台数の過半を占
める短時間需要、特に荷捌きを伴う需要に対応できるように運営方法、および配置場所、設置基
数などを見直すことが必要となろう。 
 
b) 荷捌き施設の評価 
 a)の結果から、パーキングメータ単独では現状の需要に対応できないことから、パーキングメ
ータ（38基）を取り払い、広範囲に配置するという考え方から、パーキングメータの代わりに荷
捌き施設を中央大通に 36基（6基×3区画×2通り）、南北通りに 12基（2基×6区画）、計 48
基の設置を想定し、駐車可能率と平均回転率を算出すると以下のようであり、パーキングメータ
単独の場合に比べて施設の利用が大幅に改善されることが期待できる。しかしながら、駐車可能
率は 57％程度であり、依然半数近くの需要に対応できないことが分かる。 
RCS＝（908／1606）×100＝56.5％ 
SI＝908／48＝18.9台／基・12h 
 
  そこで、施設数を増やすことで改善の程度を検討するため、中央大通の設置基数を各 8基（計
60基）とした場合について算出したが、駐車可能率（RCS）にほとんど改善はみられなかった（図
-5.9）。 
この結果から、ここで示した荷捌き施設が駐車時間 20 分未満の短時間駐車のみを対象とした
ものであり、20～60未満の需要に対する受け皿に対する検討が必要となることは明白である。 
19％
57％
100％
38基（現状） 48基 60基
P.M. 荷捌き施設
・長時間占有するため短時間
需要に対応できず
・積み卸し有り需要（当該区
間で積み卸し）に対応できず
短時間駐
車需要に
対応
・20～60分
駐車需要
に対応でき
ず
設置基数を増やしても駐
車可能率は頭打ち
駐車可能率(R C S )（％）
 
図-5.9 荷捌き施設設置による効果の検証 
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c) パーキングメータと荷捌き施設併設の評価 
 a)、b)の結果を受けて、短時間は荷捌き施設、比較的長時間はパーキングメータが受け持つこ
とによって、より効果的な運用を図ることが期待できると言える。現状 38 基のパーキングメー
タに加えて、設置が最も容易な南北通りに荷捌き施設を各 2 基併設するケース（計 50 基）を検
討することにした。その結果は以下のとおりであり、駐車可能率は著しく上昇すると推計された
が、駐車可能率は 8割未満であり、2割以上の需要に対応できていない。 
RCS＝（1262／1606）×100＝78.6％ 
SI（P.M.）＝870／38＝22.9台／基・12h 
SI（荷捌き施設）＝392／12＝32.7台／基・12h 
 
 ここでも南北通りの荷捌き施設を各 3 基（計 56 基）に増設しても、パーキングメータ、およ
び荷捌き施設の駐車可能台数はほとんど増加しないことが分かった。その理由は、パーキングメ
ータと荷捌き施設がそれぞれの区間に独立して設置されているため、積み卸し有り需要など徒歩
距離の短い需要に対応できないためであり、さらにパーキングメータの運用方法を改善する必要
があると考えられる。 
 
d) 荷捌き施設の運用形態の評価 
 これまでの評価結果から、荷捌き施設はパーキングメータと併設することによって両施設の利
用効率が向上し、また、荷捌き施設には最適基数が存在することが分かった。しかしながら、こ
の場合でも駐車可能率は 80％程度に留まっている。一方、パーキングメータは駐車時間にかかわ
らず有料であるため平均回転率に限界がみられる。これらのことから、駐車可能率をさらに向上
させるためには、20 分～60 分未満の駐車需要への対応が必要であることが分かる。20 分～60
分未満は超過料金の支払いによって利用可能（60分以上は駐車違反）となるような荷捌き施設（荷
捌き施設 II）の運用について検討することにした。 
 なお、駐車可能時間を 60分未満に限定したのは、60分以上の駐車による道路占有量（台×駐
車時間）が著しく大きくなるためである（図-5.10）。 
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そこで、「荷捌き施設」と「荷捌き施設 II」の 2 種類を混在させたケースについて感度分析を
試みることで、駐車可能率、平均回転率の関係をみることとした。駐車可能率と平均回転率の関
係は図-5.11 に示したように、設置基数を増加させると駐車可能率は高くなるが、平均回転率は
低くなる関係にある。そこで、感度分析の考え方として、設置基数と 2種類の荷捌き施設の構成
比を変化させ、駐車可能率を 90％程度以上にすることを目指した。ここで 90％としたのは、限
界効用逓減の法則を持ち出すまでもなく、限られた道路空間で駐車可能率を 100％にすることは
施設の有効利用という面からも無駄が多く、現実の駐車可能率が 20％程度であることを勘案する
と、飛躍的な向上がみられること、さらには荷捌き施設の運用を厳格にすることにより自動車を
利用しなくてもよいトリップ（大阪市計で 18％：表-1.3参照）の削減が見込めることなどの理由
による。 
 駐車可能率
　　　平均回転率
90%以上
駐車可能率
基数求める基数
 
図-5.11 感度分析の考え方 
 
① 荷捌き施設の混在効果 
同じ道路区間に荷捌き施設 1種類のみの場合（48基）と、パーキングメータと荷捌き施設の
2種類を混在させた場合（50基）を比べると、前者の駐車可能率は 56.5％、平均回転率は 18.9
台／基・12h、後者はそれぞれ 78.6％、25.2台／基・12hとなり、ほぼ同じ程度の設置基数で
駐車可能率は約 39％、平均回転率は約 33％と大幅な向上がみられ、混在効果が明らかである。 
② 運営形態の変更効果 
各区間にパーキングメータと荷捌き施設を混在設置した場合と（50 基）、荷捌き施設と荷捌
き施設 IIを混在設置した場合（48基）を比べると、前者の駐車可能率は 78.6％、平均回転率
は 25.2 台／基・12h、後者はそれぞれ 88.5％、29.6 台／基・12h となり、設置基数が少なく
なっているにもかかわらず駐車可能率は約 13％、平均回転率は約 17％の向上がみられ、運営
形態の変更効果が明らかである。 
③ 設置場所の分散効果 
駐車時間 60分未満の積み卸し有り率は約 41％である（表-5.1参照）。60分未満の全路上駐
車台数1,606台が18道路区間に均等に発生していると仮定すると、1道路区間当たり約89台、
そのうち積み卸し有り率を乗じると、1道路区間当たり 36台の積み卸し有り車が存在すること
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になる。積み卸し有り車は当該道路区間に駐車するという駐車特性から、この台数に設置しな
い道路区間を乗じた台数が駐車できないことになり、設置場所の分散効果は明らかである。 
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図-5.12 2 種類の荷捌き施設の併用による効果 
 
（2）荷捌き施設の最適配置 
 先に述べたように、新しい概念としての荷捌き施設の効果が明らかとなった。そこで、ここで
は 2種類の荷捌き施設の基数とその構成を段階的に変化させることにより、最適配置の提案に向
けた検討を試みる。 
a）基数の最適化 
 道路区間毎に 2種類の荷捌き施設の設置基数を変化させて最適基数の評価を行った（図-5.13）。
これをみると、設置基数が 54基で駐車可能率が 90％をわずかに超えているが、ここでは安全率
を考慮して 60基を最適基数とする。この場合、駐車可能率は 91％、平均回転率は 24.4台／基・
12h（荷捌き施設：26.8台／基・12h、荷捌き施設Ⅱ：19.9台／基・12h）となり、現状（38基：
パーキングメータ）と比較すると、駐車可能率は 4.9倍、平均回転率は 3.1倍の改善効果が見ら
れる。これを本ケースに適用すると、道路総延長が 約 1,350m（駐車需要量 1,606台／12h）で
あることから、道路区間 100m当たりに換算すると 4.4基（駐車需要量：119台／100m・12h）
となる。 
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図-5.13 荷捌き施設を混合させた場合の最適設置基数 
 
b）施設構成の最適化 
a)で見た最適設置基数を中心に、荷捌き施設と荷捌き施設 IIの構成比と設置基数を同数（6基）
ずつ増加させて、平均回転率を見たのが図-5.14である。これをみると、 
① 当然のことながら設置基数が多くなると一定割合で平均回転率は低くなる。 
② 48 基から最適基数に近い 54 基に増やすと、荷捌き施設の平均回転率の低下する度合いに比
べ、荷捌き施設 IIの平均回転率はあまり低下していない。このことは（荷捌き施設 II／荷捌き
施設）の比率を下げたことが一因と考えられる。 
③ 一方、最適基数より多い設置基数（66 基）では、（荷捌き施設 II／荷捌き施設）の比率を上
げても荷捌き施設 II の平均回転率は低下の一途となる。このことは、荷捌き施設 II は必要基
数以上では効率が悪くなることを示唆している。 
④ 以上の考察から、最適基数近辺で荷捌き施設、荷捌き施設 IIともにパフォーマンスが相対的
に良→低下、または低下→良に変化するのは（荷捌き施設 II／荷捌き施設）の比率が 0.5近辺
であることが分かる。60分未満の全需要に占める 20分～60分未満の需要は 28％と少なくな
いことを勘案すると荷捌き施設 IIも一定数確保する必要はあるので、荷捌き施設 2基に対し荷
捌き施設 IIが 1基の割合が最適構成と考えられる。 
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図-5.14 2 種類の施設構成と平均回転率 
 
c）施設配置の最適化 
 b)で見た構成比（荷捌き施設：36基、荷捌き施設 II：18基）の平均回転率は、前者が 28.9台
／基・12h、後者が 22.7台／基・12hとなっており、荷捌き施設の方が多く利用されている。地
域によらず、利用に当たって 2種類が一定の配置にあることで、明確に判別できること、多く利
用されるものが需要中心にある方が利便性は高いなどの理由から、荷捌き施設は区間の中央部に、
荷捌き施設 IIは区間の端部に配置することが望ましいと言える。 
 
 
5.6 まとめ 
 本章では、各種駐車対策が実施されたことにより道路空間利用率（あるいは阻害率）が一定改
善されたものの、依然不十分な実情であることから、利用者行動を勘案したニーズを踏まえた荷
捌き施設を導入することで利用率（同）が飛躍的に改善されることを示した。このことは、先の
路外駐車場が一定整備される環境下において、道路のアクセス機能とともに通行機能をも担保す
る効果を示すものである。なお、本章で得られた主な知見を整理すると次のようである。 
1) 駐車施設選択行動を反映させた駐車シミュレーションモデルを構築した。 
2) このモデルによって、道路空間の有効利用の程度と施策導入による改善度を評価することが可
能となった。 
3) 評価に際しては、利用者側の利便性指標としての「駐車可能率」、施設整備側の運用指標とし
ての「平均回転率」を提案し、両指標の組み合わせを評価することで、両者からみた最適な配
置計画を導くことが可能であることを示した。 
4) 本章で提案した荷捌き施設の導入効果は大きく、短時間対応の荷捌き施設、比較的長時間対応
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の荷捌き施設 IIを併用することで、3割程度（車線構成により、19％～40％）の空間利用の改
善が可能となることを示した。 
5) 以上のケーススタディから、荷捌き施設の設置数とその配置の最適化が可能であることを示し
た。具体的には、最適設置基数は 4.4 基／100m、1 基当たり受け持つ駐車台数に換算すると
24.4台／基・12hであり、全基数に占める荷捌き施設 IIの割合はおよそ 30％（概ね荷捌き施
設 2基に対し、荷捌き施設 IIは 1基）とすることが最適である。2種類の配置については、利
用者ニーズに対応するため、荷捌き施設は区間の中央部に、荷捌き施設 IIは区間の端部に配置
することが望ましい。 
  
以上の結果を踏まえて、2 種類の荷捌き施設を適正に配置することで、都心部業務地区での荷
捌きを伴う路上駐車への対応が可能となり、現在の無秩序な路上駐車と、それによる道路利用の
混乱も改善され、道路利用の適正化が図られるものと期待できる。換言すると、荷捌き施設の適
正配置により道路の有効活用が可能となる。 
しかしながら、荷捌きの種類によっては車種構成が異なると考えられることから、特に大型車
による荷物の搬出入への対応が必要となることに加えて、これら施設の有効利用のための違反車
の取り締まり強化とその効果的な排除施策 12)の検討、さらに地域の関係者による積極的な関与を
可能にするための仕組みづくりなどが、アクセス機能に特化した都心道路空間のさらなる有効利
用に必要となる課題と言えよう。 
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第６章 結論 
 
本論文は、道路交通に起因する種々の問題改善を目指し、既存道路の有効活用を図るために、
道路の適正維持管理と路上駐車の排除に着眼し、それぞれのアプローチに必要となるモデルを構
築した。これに基づいて試算した結果、現状の都市内高架幹線道路の通行機能阻害の約半分が回
復可能であること、さらに都市内一般道路における路上駐車の排除と荷捌き施設の設置によって、
道路容量が 3割程度（車線構成により、19％～40％の幅がある）増強するのに相当すること、さ
らに路上駐車可能率が現状の約 4倍、平均回転率が約 5倍改善される程度までの道路空間活用が
期待できることを示した。また、駐車対策により排除される路上駐車車両の受け皿となる駐車場
の成立条件を明らかにすることができた。 
以上の成果は、これら両面からのアプローチを有機的に連携させるシステムを検討することで、
現状の道路交通問題を改善し得ることを示したものと言える。しかしながら、本論文で想定した
交通問題は、本来施設の利用方法に因るものであることから、利用者の意識改善とそれを促す法
制度の検討が不可欠であることは言うまでもない。以下には各章の成果をまとめとして示すこと
で本論文の結論とする。 
 
 (1) 道路空間有効活用の考え方（第２章のまとめ） 
本研究では、実態調査結果に基づいた事例を通して、道路の通行機能とアクセス機能の両面か
らの有効活用を図るため、都市高速道路の維持管理と都市内道路の路上駐車対策からのアプロー
チが必要かつ適切であることを提示した。前者については通行機能を時間軸から捉え、その機能
低下・停止を最小にする維持管理システム、後者についてはアクセス機能を空間軸から捉え、路
上駐車の排除と、整序化された道路空間の有効活用を図る荷捌きシステムを検討した。 
都市高速道路は、都市における根幹的通行機能を有するが、維持、修繕のために一定時間その
機能が低下、または停止することになる。そのため、補修や修繕方式の検討は、道路の通行機能
の有効活用に不可欠である。本研究では、特に大規模かつ長期の補修が必要とされる伸縮継手の
補修・修繕方式についての評価を試み、以下のような知見を得た。 
① 補修や修繕に伴う費用のうち、利用者費用が 95％以上を占めていることを示し、維持管理方
式の検討が施設の有効活用の観点から極めて重要であることを示した。 
② 3 種類の補修方式を提案し、20 年間累積の維持管理費用を比較した結果、逐次修繕方式(268
億円)と一括補修方式(252億円)が概ね同程度であったのに対して、均等補修方式(783億円)は
毎年の補修に伴う時間遅れ費用が過度になるため、道路の機能を著しく低下させる結果となる
ことを明らかにした。 
③ 一方、逐次補修方式は、損傷見落としによる事故発生や通行障害のリスクが高く、長期的にみ
た場合不利になることを勘案した結果、本事例の条件では一括補修方式が適していることを示
した。 
以上のように、維持管理に伴う費用のうち、利用者費用がほとんどを占めていることから、維
 93 
持管理の適正化による効果的道路利用のあり方とその方策を検討することが必要であることを示
した。 
 一方、都市内道路にはアクセス機能が求められるが、現状では路上駐車によってそのための空
間が占有されている。そこで、空間軸からみた道路の有効活用に向け、各種の駐車対策による路
上駐車の削減効果を試算したところ、次のような結果を得た。 
① 実態データに基づいたシミュレーションモデルを適用することで、既存の駐車対策（路外駐車
場の空きスペースの活用、駐車場案内システム、取り締まりの強化）により、現状の路上駐車
台数（14,923台）が約 4,700台に削減できることを示した。さらに追加対策として、大規模専
用・月極駐車場の一部一時預かり化と路上荷捌き施設の設置を検討したところ、約 4,700 台の
約半分の削減が可能と推計された。一方、公共交通機関への転換策単独では、実効的施策には
なり難いことも明らかにした。 
② 上記の大規模専用・月極駐車場の一部一時預かり化と路上荷捌き施設の設置を同時に行うと、
路上駐車台数は約 930台まで減少させることが可能となり、施策のパッケージ効果の大きいこ
とを明らかにした。 
 以上のように、駐車対策は効果的であり、その前提となる路上駐車の受け入れ先である駐車場
の確保に向けた検討、併せて排除された路上空間の有効活用策として路上荷捌き施設の設置に向
けた検討が必要、かつ効果的であることが示された。 
 
(2) 高架橋道路伸縮継手の維持管理方策のあり方（第３章のまとめ） 
 損傷要因データを用いて伸縮継手の損傷発生要因を分析し、それらの結果を踏まえて、道路の
有効活用に寄与するための効率的維持管理のあり方を検討した。主要な結果を以下に示す。 
① 鋼製ジョイントおよびゴムジョイントの損傷に共通して影響を及ぼしている要因として「大型
車交通量」および「最終補修からの経過年数」、また、鋼製ジョイントに影響の大きい要因とし
て「最大主桁間隔」、ゴムジョイントでは「縦断勾配」であることを明らかにした。 
② 補修から 15年を過ぎると損傷率は徐々に高くなること、鋼製ジョイントの損傷率は小さいこ
とから、F11T など等級の高い高力ボルトの使用が損傷予防に効果的であることを明らかにし
た。 
③ ゴムジョイントの経年損傷率データから、急激に損傷率が高くなる 20年が補修（取り替え）
の目安となることを示した。 
④ 特にゴムジョイントにみられる損傷の繰り返し履歴が損傷率を高めていることが分かった。 
⑤ 数量化Ⅱ類分析の結果を用いて、比較的高い的中率の損傷発生予測が可能であることを示した。 
⑥ 効率的な維持管理に必須となる条件を示した。 
現状の補修方法は毎年の補修レーン数に多寡はあるものの、均等補修方式に近く、第２章の成
果を勘案すると、一括補修方式と損傷要因などを考慮した重点的補修方式による損傷の効率的早
期発見システムと適正な修繕を実施することで、通行機能障害を約半分に削減できることが明ら
かとなった。 
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(3) 道路空間有効活用に向けた路外駐車場の成立条件（第４章のまとめ） 
道路空間を長時間占有している路上駐車問題には、排除車両の受け入れ先となる路外駐車場不
足の解消が第一の課題と考え、モデル構築により公的助成を含む駐車場採算性の評価を行い、駐
車場の成立する条件を明らかにした。そのモデル分析より得られた主な結果を以下に示す。 
1) 駐車場形態別採算性の評価 
① 機械式、建物式の場合、土地を有効に利用することから、固定資産税の負担が小さく、地価
2,400万円／㎡程度でも採算が成り立つことが分かった。 
② 平面式、２層式の場合、初期建設費用は少なくて済むが、土地が有効に活用されず、かつ用地
に係る固定資産税の負担が大きいため、地価の上昇率が 10％以上の場合は長期的には採算が成
り立たないことを示した。 
③ 地下式は、初期建設費用の利子負担のために短期的には経営状況は悪くなるものの、借入金の
返済が完了すれば極めて収益性も良くなり、長期的には経営が好転することを明らかにした。
ただし、土地に係る固定資産税の負担の無いことが条件となる。 
2) 公的助成導入の考え方 
① 利用率が著しく低い施設の場合、公的助成の導入は、都市施設としての重要性、あるいは利用
率の向上策と併せて検討すべきであることを示した。 
② 1.1以上の累積収支係数が見込める場合には、原則として助成を必要としないことが明らかと
なった。 
③ 助成効率からみた場合、累積収支係数が採算水準を超える程度であっても、助成による法人税
の増収（800万円以上）が期待される場合には、助成の導入が検討されてよいことが分かった。
すなわち、税収効果を勘案した場合、駐車需要、駐車場形態、地価などの条件を考慮して助成
の方法や助成率を検討することが必要となることを示した。 
ここでは駐車場の成立条件が明らかにできた。駐車場整備を促進するためには採算性の向上が
必要であり、本章の成果が活用されることが期待される。しかしながら、利用率を高めるために
は路上駐車車両の駐車場利用への転換が有効であり、路上駐車違反の取り締まり強化や荷捌きス
ペースの設置などが必要である。いずれにしても、路外駐車場の整備と路上空間の有効活用両面
からのアプローチが重要となるため、後者については次項（第５章のまとめ）に示す。 
 
(4) 路上荷捌き施設導入による道路空間の有効活用（第５章のまとめ） 
  一般的に路外駐車場は比較的長時間の駐車需要に対応することを想定していることから、短時
間の駐車需要については別途これを効率的に処理する方策が必要となる。本研究では、駐車施設
選択行動を明らかにし、モデルに組み込むことで新たに荷捌き施設の導入を提案し、その効果を
評価した。得られた主な結果を以下に示す。 
① 実態調査データの分析結果から、徒歩距離、料金支払いの意志を変数として、積み卸しの有無
別に路上駐車施設選択行動をモデル化することができた。 
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② 短時間（20 分未満）ながら路上利用が不可欠となる積み卸し需要に対応するために、荷捌き
施設が極めて効果的であり、パーキングメータに比べて、駐車可能率は約 3 倍、平均回転率は
約 2.4倍の改善が認められた。 
③ 一方、比較的長い時間（60 分未満）の需要も少なくなく、道路に対する負荷も比較的小さい
ことから、一定の制約（周辺の駐車料金より高い設定）のもとでこれに対応する荷捌き施設 II
を併用することで、90％程度の駐車可能率の達成が可能であることが分かった。また、この場
合の荷捌き施設の回転率は 33.6台／基・12h、荷捌き施設Ⅱでは 23.1台／基・12hに達し、い
ずれも現状のパーキングメータの回転率（7.9台／基・12h）を大幅に上回ることから、道路空
間の有効活用が期待できることを明らかにした。 
④ 以上の結果から、合計基数 4.4基／100mを、荷捌き施設 2基に対して、荷捌き施設 IIを 1基
の割合で設置することが最適であることを示した。なお、2 種類の配置は、利用者ニーズに対
応するため、荷捌き施設を区間の中央部に、荷捌き施設 IIを区間の端部に配置することが望ま
しいことを示した。 
以上、2 種類の荷捌き施設を適正に配置することで、都心部業務地区での荷捌きを伴う路上駐
車への対応が可能となり、現在の無秩序な路上駐車と、それによる道路利用の混乱も改善可能と
なる。本ケーススタディでの結果が実現すると、道路空間の交差点近辺での路上駐車が排除され、
3 割程度（車線構成により、19％～40％）の道路容量の増加が期待できる。さらに、路上駐車可
能率が現状の約 4倍、平均回転率が約 5倍改善される程度までの空間活用が期待できる。このよ
うに、荷捌き施設の適正配置により道路利用の適正化が図られるものと期待できる結果を導いた。
なお、大型車による荷物の搬出入への対応が必要となることに加えて、これら施設の有効利用の
ための違反車の取り締まり強化とその効果的な排除施策の検討、さらに地域の関係者による積極
的な関与を可能にするための仕組みづくりなどが、アクセス機能に特化した都心道路空間のさら
なる有効利用に必要な課題と言えよう。また、2006年には、放置車両確認事務および公的駐車場
指定管理の民間委託が開始されることを考え合わせると、これらの施策の重要性はさらに増すも
のと考えられる。 
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